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１章 計画の目的等 

１－１．背景と目的 

近年、全国的に地域における人口の減少、社会ニーズや産業構造の変化等に伴い、

空き家が年々増加し、適正な管理が行われず、放置されている空き家が防災、衛生、

景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼすという社会問題が起きています。 

このような状況から、本市においては 2014（平成 26）年 10 月に、良好な生活環境

を確保し、安全で安心なまちづくりを推進するための「小山市老朽危険空き家等の適

正管理に関する条例」及び、空き家住宅を活用することにより本市への移住・定住を

促進するための「小山市空き家バンク実施要綱」を施行するなど、空家等対策に取り

組んでいます。 

国においては、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境

の保全を図り、併せて空家等の活用を促進するため、2015（平成 27）年５月に「空家

等対策の推進に関する特別措置法」（以下「空家法」という。）を全面施行しました。 

５年毎に実施される総務省による「平成 30年住宅・土地統計調査」の推計では、我

が国の総住宅数は 6,241 万戸、住宅の空き家数は 849 万戸となり、空き家率（総住宅

数に占める割合）は、13.6％となり、空き家数、空き家率共に過去最高となりました。 

本市における空き家率は、2003（平成 15）年に 13.8％であったものが 2008（平成

20）年に 15.3％に増加しましたが、2013（平成 25）年には 14.5％と減少に転じ、2018(平

成 30 年)は 14.6％とほぼ横ばいとなっています。しかし、本市においても今後、少子

高齢化等に伴い空き家が増加していくものと予想されます。 

「小山市空家等対策計画」（以下「本計画」という。）は、本市の基本的な取組方針

を市民の皆様に示し、空家法第６条に基づき、空家等に関する対策を総合的かつ計画

的に推進することにより、安全・安心で、住みたく、住み続けたいと思われる「豊か

で活力があり、暮らしやすい小山」の実現を目指すものです。 
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１－２．空家等の定義 

本計画における、用語は下記のように定義します。 

（１）空家等（空家法第１条第１項） 

空家等とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされて

いないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）

をいいます。 

居住その他の使用がなされていないことが常態であるとは、おおむね１年以上居住、

その他の使用実績がないものをいいます。 

また、空家法では、建物1棟が空家となっているものを対象としており、共同住宅等

で、建築物の一部が空室となっているものは対象としません。 

（２）所有者等（空家法第３条） 

所有者等とは、空家等の所有者、又は管理者をいいます。 

（３）市民等  

市民等とは、市内に居住し、通勤若しくは通学をし、滞在し、又は市内を通過する

者をいいます。 

（４）特定空家等（空家法第２条第２項） 

特定空家等とは、空家法第2条第1項よる空家等で、次のいずれかの状態にあるもの

をいいます。 

（イ）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

（ロ）そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

（ハ）適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

（ニ）その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

なお、特定空家等に該当するか否かを判断するための基準については、国が示す「特

定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」

（以下「ガイドライン」という。）に基づき、別に定めるものとします。 
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１－３．計画の位置づけ 

本計画は、空家法第６条の規定に基づき、国が定めた「空家等に関する施策を総合的

かつ計画的に実施するための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）に即して、本

市における空家等対策を効果的かつ効率的に実施するために、「小山市空家等対策協議

会」（以下「協議会」という。）での協議を踏まえ策定しました。 

本計画は、行政のみならず市民、各種団体など様々な方々が、それぞれの責任と役割

を担いながら、相互に連携し総合的かつ計画的に空家等対策を進めるものであり、本市

の空家等対策の基本となるものです。 

本市の市政運営の総合的かつ基本的な指針である「小山市総合計画」、住宅政策を総合

的かつ計画的に推進するための「小山市住生活基本計画」（住宅マスタープラン）、都市

計画に関する基本的な方針である「小山市都市計画マスタープラン」に定める空家等対

策関連施策との整合性を図り、空家等対策を推進していきます。 

 

■ 図－計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針 

小山市空家等対策計画 

【市】 

【主な関連計画】 

【国】 

栃木県住宅マスタープラン 

【県】 

小山市まち・ひと・

しごと創生総合戦略 

小山市都市計画マス

タープラン など 

小山市住生活基本計画 

小   山   市      総   合    計   画 

小山市老朽危険空き家等の適正管理に関する条例 

小山市空家等 

実態調査 
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１－４．計画の対象とする地区 

2016（平成 28）年度に実施した「小山市空家等実態調査」の結果、本市における空家

は、市内全域にわたって分布していたことから、本計画において対象とする地区は市内

全域とします。 

なお、小山駅周辺は、小山市における歴史、伝統、文化の中心として重要な役割を果

たしてきましたが、空家等の発生などにより特に小山駅西口周辺の空洞化が進んでいる

ことから、中心市街地の活性化を早期に取り組むことにより、北関東の玄関口として相

応しい中心市街地の再生と移住・定住を促進するため、小山駅西口周辺における空家等

対策を積極的に推進します。 

 

 

１－５．計画の対象とする空家等の種類 

総務省が実施した「平成 25 年住宅・土地統計調査」において、一戸建て住宅の空き家

のうち、賃貸、売却用に該当しない「その他の住宅」が 87.2％を占め、また、2016（平

成 28）年度に実施したマンション、アパートを除く「小山市空家等実態調査」における

一戸建て及び併用住宅の割合が 92.6％であることから、本計画における空家等対策の対

象とする「空家等」の種類は、原則として「一戸建て住宅及び併用住宅」とします。 

なお、マンション、アパートの空き室及び貸家については、建物を販売、又は賃貸を

目的として事業者や不動産業者が管理している、いわゆる「空き部屋」であることから

除外しました。 

 

１－６．計画の期間 

計画期間については、5年間とします。 

なお、本計画は、継続して適正な進行管理を行うとともに、各種施策の実施による効

果や社会状況の変化等により、必要に応じて見直しを図るものとし、5 年間延長します。 

 

2017（平成 29）年度から 2026（令和 8）年度まで 
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１－７．策定体制 

本計画は次に示す体制で遂行するものとします。 

空家法第７条の規定に基づき設置する「小山市空家等対策協議会」及び、空家等対策

に関係する庁内関係部署で構成される「空き家の利活用に関するプロジェクト評定」に

おいて本計画について協議し策定するものとします。 

 

■ 図－策定体制 

 

 

  空家等対策協議会 

庶務（建築指導課） 

空き家の利活用に関する 

プロジェクト評定 

空家等対策協議会部会 

【庁 内】 【庁 外】 

パブリックコメント 

庁  議 
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２章 本市の概況と空家等の状況及び課題の整理 

２－１．本市の概況等 

（１）人口・世帯の動向 

小山市の 1990（平成 2）年から 2021（令和 3）年までの人口・世帯数・世帯人

員の推移を見ると、人口はこれまで増加傾向にあったものが近年横ばい状態とな

り、2021（令和 3）年には約 16.7 万人、世帯数は約 7.2 万世帯となっています。 

世帯人員は減少傾向にあり、2021（令和 3）年には、約 2.3 人／世帯となって

います。 

■グラフ－人口・世帯数、世帯人員の推移 

 

 

（２）年齢別による人口割合の推移 

本市の2012（平成24）年から2021（令和3）年における年齢別による割合は、0

歳から64歳では年々減少傾向が見られ、65歳以上では増加傾向が見られます。 

■グラフ－年齢別による人口割合（４月１日現在） 
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資料：平成 2～令和 2年は国勢調査、令和 3年は毎月人口調査（9/1 現在） 
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（３）人口の推移（長期的な見通し） 

本市の総人口は、1930（昭和５）年以降、一貫して増加してきましたが、国立

社会保障・人口問題研究所による推計人口は、2015（平成27）年の165,833人をピ

ークに緩やかな減少傾向に転じると推計されています。 

また、市独自推計による長期的な見通しでは、人口のピークが5年後に移行し、

2020（平成32）年の166,785人になると推計されています。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 

 

■グラフ－小山市の人口の推移（長期的な見通し） 

※ 小山市人口ビジョンより（平成27年10月） 
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（４）一人暮らし高齢者及び高齢者のみの世帯の推移 

「すこやか長寿プラン2021」による高齢者の現状と推計において、2020（令和

2）年10月１日現在、本市の総人口は167,551人、65歳以上の高齢者人口は41,940

人、高齢化率は25.0％となっています。2015（平成27）年度同月と比べて、総人

口は0.58％増、高齢者人口は13.2％増となっており、高齢者人口の増加が顕著で

した。 

また、2015（平成27）年の一人暮らし高齢者数は6,981人、高齢者のみ世帯数は

5,681世帯から2020（令和2）年の一人暮らし高齢者数は9,155人、高齢者のみ世帯

数は7,232世帯となっており、どちらとも増加が顕著となっています。 

■グラフ－一人暮らし高齢者及び高齢者のみの世帯の推移 
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２－２．空家等の状況（平成30年住宅・土地統計調査） 

（１）全国の総住宅数・空き家数・空き家率の推移 

国が実施した平成 30 年住宅・土地統計調査の結果、2018（平成 30）年 10月１日現

在における我が国の「総住宅数」は、6,241 万戸で、５年前と比較すると、178 万戸

の増加で、増加率は 2.9％となりました。1998（平成 10）年からの 20 年間では総住

宅数が 1,000 万戸以上増加しています。 

住宅のうち空き家についてみると「空き家数」は 849 万戸となり、５年前に比べて

29 万戸（3.6％）増加しました。空き家率（総住宅数に占める空き家の割合）は 1998

（平成 10）年に初めて 1割を超えて 11.5％となり，2018（平成 30）年には 13.6％

と、2013（平成 25）年に比べ 0.1 ポイント上昇し、空き家数、空き家率共に過去最高

となりました。 

■グラフ－全国の総住宅数・空き家数・空き家率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）栃木県の空き家率 

県内 14 市における空き家率は、14市のうち 13 市が全国平均 13.6％を超え、1市が

平均未満でした。また、5市が県の平均空き家率 17.4％を超え、9市が平均未満でし

た。 

小山市における空き家率は、全国平均を超えていますが、県平均より低い 14.6％で

した。 

■グラフ－栃木県内 14市における空き家率 
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（１）全国の総住宅数・空き家数・空き家率の推移 
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（３）小山市における住宅総数・世帯総数・空き家数の推移 

平成 30 年住宅・土地統計調査における本市の「住宅総数」は 78,620 戸、「世帯総

数」は 66,840 世帯、「空き家数」は 11,450 戸でした。また、1998（平成 10）年から

住宅総数が世帯総数を上回っています。 

本市の 2018（平成 30）年における「空き家率」14.6％は、全国平均 13.6％を上回

っています。2008（平成 20）年までは上昇傾向にあったものが、2008（平成 20）年

から 2013（平成 25）年までの 5年間で減少しましたが、2013（平成 25）年から 2018

（平成 30）年までの 5年間はほぼ横ばいとなっています。 

■グラフ－住宅総数・世帯総数・空き家数・空き家率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）分類別空き家の状況 

平成30年住宅・土地統計調査における本市の分類別空き家の状況は、「賃貸用の住

宅」が最も多く6,650戸（58.1％）、「その他の住宅」が4,140戸（36.2％）、「二次

的住宅」が390戸（3.4％）、「売却用の住宅」が270戸（2.3％）の順になっていま

す。 

  ■グラフ－小山市の分類別空き家の状況 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

（戸） 

 

（％） 

 

（３）小山市における住宅総数・世帯総数・空き家数の推移 

（４）分類別空き家の状況 
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木造 

3,970 戸 

95.0％ 

非木造 

210戸 

5.0％ 
非木造 

5,350 戸 

73.6％ 

木造 

1,920 戸 

26.4％ 

39,620 
42,720 43,450 

3,690 3,450 4,180 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成20年 平成25年 平成30年

一戸建て住宅数

一戸建て空き家数

（５）空き家の建て方と構造 

平成30年住宅・土地統計調査における本市の建て方と構造を見ると、一戸建てでは

「木造」が3,970戸（95.0％）、「非木造」は210戸（5.0%）であり、長屋建・共同住

宅等は、同様に1,920戸（26.4％）5,350戸（73.6％）でした。 

一戸建てでは木造が、長屋建・共同住宅では非木造が多くを占めています。 

■グラフ－2018（平成 30）年の空き家の建て方と構造 

 

 

 

 

 

 

 

（６）一戸建て住宅の空き家の推移 

平成30年住宅・土地統計調査における本市の一戸建て住宅における空き家は4,180

戸あり、その割合は9.6％でした。 

また、2013（平成25）年からの５年間で一戸建て住宅は730戸増加し、一戸建て空

き家は730戸増加しました。 

■グラフ－一戸建て住宅の空き家総数 

 

 

 

 

  

 

（７）一戸建て空き家の腐朽・破損の推移 

平成30年住宅・土地統計調査における本市の一戸建て住宅の空き家数のうち「腐

朽・破損あり」は1,370戸あり、その割合は32.8％で、2013（平成25）年からの5年間

で250戸増加しました。 

■表－一戸建て空き家の腐朽・破損の有無 

区 分 2008（平成20）年 2013（平成25）年 2018（平成30年） 

一戸建て空き家数 3,690戸 3,450戸 4,180戸 

内）腐朽･破損あり 1,060戸 28.7％ 1,120戸 32.5％ 1,370戸 32.8% 

内）腐朽･破損なし 2,630戸 71.3％ 2,330戸 67.5％ 2,810 戸 67.2% 

（戸） 

 

（５）空き家の建て方と構造 

（６）一戸建て住宅の空き家の推移 

（７）一戸建て空き家の腐朽・破損の推移 

【一戸建て】 【長屋建・共同住宅等】 
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２－３．2021（令和 3）年度小山市空家等実態調査概要 

（１）調査の概要 

１）目的 

本市では2016（平成28）年度に空家等実態調査を行い、その結果を踏まえ、小山市

空家等対策計画を策定し、特定空家等の発生防止、空家等の利活用等の対策を総合的

かつ計画的に推進し、安全で安心して暮らすことができるまちづくりの実現に向け、

計画に基づく施策を行ってきました。 

今年度、小山市空家等対策計画を改訂し計画期間を延長するにあたり、市内に存す

る空家等の現況をより正確に把握するため、空家等実態調査を実施しました。 

２）調査対象地域 

        本市の空家等の実態を把握するため、市内全域を調査対象地域としました。 

３）調査時期 

2021（令和3）年９月に、空家等と思われる建物及び敷地の状況について、道路等の

敷地外から目視による外観調査を実施しました。 

４）調査対象 

平成28年度に実施した「小山市空家等実態調査」にて調査した空家等物件のうち、

現在も空家等に該当する物件に加え、市民および自治会から通報のあった物件を追

加、更新し、共同住宅等を除く空家等と思われる建物を調査対象としました。なお、

本調査の「空家等」は、総務省が実施する「住宅・土地統計調査」の空き家とは定義

が異なります。 

       ※ 空家法による空家等は、当該建物内の全体が使用されていない場合に「空家

等」になります。しかし、総務省が実施する「住宅・土地統計調査」の空家は、

共同住宅等の空室も含まれます。 

 ５）空家等の情報データ作成 

外観目視調査により得た、空家等の所在、建物の状況、雑草や樹木の繁茂や、指導

経過等の情報を一元管理します。 

６）空家等の外観目視調査による判定 

空家等の状態外観目視により、4段階にランク付けをします。 

① 業者等により管理されている空家等 

② 適正に管理されている空家等 

③ 適正な管理が必要な空家等 

④ 周辺に影響を及ぼすおそれがある空家等 
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７）調査項目 

外観目視調査は、下表の調査項目とします。 

空家調査項目 

空家

判定

指針 

a 使用実態の状況（洗濯物、門から玄関までの雑草の状況） 

b 表札・店舗等の看板の有・無（撤去） 

c 賃貸物件、売物件、入居者募集等の表示 

d 郵便物（ポスト閉鎖、郵便物が放置） 

e 電気メーター（なし、停止、稼動） 

建物

区分 

a 建て方（戸建て、併用住宅、店舗、共同住宅・長屋） 

b 構造（木造、非木造） 

c 屋根材等（瓦、亜鉛鉄板、陸屋根） 

d 階数（平屋建て、２階建て、３階建て以上） 

建物

等の

状況 

a 建物全体の状況（傾斜） 

b 屋根の状況（破損、落下、剥離） 

c 外壁材の状況（破損、腐敗、剥離） 

d 建具の状況（ガラスの破損、扉の破損） 

e 工作物の状況（門・塀・カーポート等の破損） 

敷地

の状

況 

a 雑草の状況（繁茂、隣地・道路への越境） 

b 樹木の状況（隣地・道路への越境、損傷、腐朽） 

c 衛生動物（ねずみ、はえ等）の発生状況 

d 放置物の状況（廃棄物のたい積、飛散） 

 

（２）調査結果 

１）市の面積 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 面 積 

市 街 化 区 域 約 3,298ha（19.21％） 

市街化調整区域 約 13,878ha（80.79％） 

計 約 17,176ha 



  

 

14  

 

２）空き家戸数 

2021（令和 3）年度に外観目視調査により空家等と思われる戸数は、1,120 戸で、

2021（令和 3）年１月現在における共同住宅等を除く住宅総数約 52,000 戸に対する空

き家率は 2.1％でした。 

３）市街化区域と市街化調整区域における空き家戸数 

空家等戸数は、市街化区域が 716 戸（63.9％）、市街化調整区域が 404 戸

（36.1％）で、市街区域の空家等戸数は市街化調整区域の約 1.8 倍でした。 

そのうち、管理不全な空家等は、市街化区域が197戸（27.5％）、市街化調整区域

が 199戸（49.3％）の計396戸（35.4%）でした。管理不全な空家等の割合は、市街化

調整区域が高くなっています。 

■表－市街化区域と市街化調整区域の空家等戸数          （単位：戸） 

区 分 空家等戸数 内）管理不全な空家等 

市 街 化 区 域 716 （63.9％） 197 （27.5％） 

市街化調整区域 404 （36.1％） 199 （49.3％） 

計 1,120  396 （35.4％） 

 

４）地区別による空家等について 

空家等は、市街地に多く農村部においても点在しています。地区別による空家等の

戸数は、間々田地区で273戸、小山地区で267戸、大谷地区で171戸、桑地区で165戸の

順に多く、世帯数が多い地区に多くみられます。 

また、地区別空家の管理状態を見ると、適正に管理されていない空き家の割合は、

生井地区が66.7％、寒川地区が59.1％、絹地区が58.1％の順に高く、世帯数が少ない

地区において高い傾向にあります。 

■グラフ－地区別空家等の戸数
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30.0%

59 戸

34.5%
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58.1%
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（戸） 
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■図－空家の市内分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■表－地区別空き家数・空き家率 

地  区 世帯数[世帯] 
建物数[戸] 

(a) 

空き家数[戸] 

(b) 

空き家率 

(c)=(b)／(a) 

小 山 25,263 14,210 267 1.9% 

大 谷 18,726 12,267 171 1.4% 

間々田 11,660 10,412 273 2.6% 

生 井 625 810 21 2.6% 

寒 川 461 627 22 3.5% 

豊 田 2,620 2,650 70 2.6% 

中 801 945 21 2.2% 

穂 積 1,901 1,384 36 2.6% 

桑 7,898 6,933 165 2.4% 

絹 1,487 1,930 74 3.8% 

合 計 71,442 52,168 1,120 2.1% 

  

小山地区 

大谷地区 

絹地区 桑地区 豊田地区 

中地区 

穂積地区 

寒川地区 

生井地区 

間々田地区 
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５）空家等の種類について 

種類別による空家等は、「一戸建て住宅」が 945 戸（84.4％）、「併用住宅」が 54

戸（4.8％）、「店舗」が 14戸（1.2％）、「その他」が 107 戸（9.6％）で、住宅及

び併用住宅が全体の 89.2％を占めています。 

そのうち管理不全な空家等は、「一戸建て住宅」が 322 戸（34.1％）、「併用住

宅」が 18戸（33.3％）、「店舗」が 6戸（42.9％）、「その他」が 50 戸（46.7％）

でした。 

■表－種類別による空等家の状況                 （単位：戸） 

区 分 空家等 内）管理不全な空家等 

一戸建て住宅 945 （84.4％） 322 （34.1％） 

併用住宅 54 （ 4.8％） 18 （33.3％） 

店 舗 14 （ 1.2％） 6 （42.9％） 

その他 107 （ 9.6％） 50 （46.7％） 

計 1,120  396 （35.4％） 

 

６）空家等の構造について 

構造別による空家等は、「木造」が 1,076 戸（96.1％）、「非木造」が 44戸

（3.9％）でした。そのうち管理不全な空家等は、「木造」が 381 戸（35.4％）、

「非木造」16戸（36.4％）でした。 

■表－構造別による空家等の状況                 （単位：戸） 

区 分 空家等 内）管理不全な空家等 

木 造 1,076 （96.1％） 381 （35.4％） 

非木造 44 （ 3.9％） 16 （36.4％） 

計 1,120  396 （35.4％） 

 

７）空家等の階数について 

階数別による空家等は、「平屋建て」が 447 戸（39.9％）、「2階建て」が 663

戸（59.2％）、「3階建て以上」が 10戸（0.9％）でした。そのうち管理不全な空

家等は、「平屋建て」が 210 戸（47.0％）、「2階建て」が 183 戸（27.6％）、「3

階建て以上」が 3戸（30.0％）でした。 

■表－階数別による空き家の状況                 （単位：戸） 

区 分 空家等 内）管理不全な空家等 

平屋建て 447 （39.9％） 210 （47.0％） 

2 階建て 663 （59.2％） 183 （27.6％） 

3 階建て以上 10 （ 0.9％） 3 （30.0％） 

計 1,120  396 （35.4％） 
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８）管理不全な空家等の状況について 

管理不全な空家等で、「屋根材に破損や剥離があるもの」が 279 戸、「外壁材に

破損や剥離があるもの」が 172 戸、「窓や扉に破損があるもの」が 83 戸、「窓や

扉が未施錠なもの」が 38戸でした。 

■表－管理不全な空家等の状況                  （単位：戸） 

  ※ 重複あり 

９）空家等の雑草・樹木繁茂等について 

空家等の総数のうち「雑草が繁茂した空家等」が 295 戸（26.3％）、「樹木や雑

草が敷地外に越境し影響がある空家等」が 124 戸（11.1％）、「放置物等がある空

家等」が 31 戸（2.8％）でした。 

また、市民から寄せられる空家等の相談や苦情の多くは、雑草や樹木の繁茂によ

るものです。 

■表－雑草・樹木の繁茂                        （単位：戸） 

区 分 雑草繁茂 樹木・雑草が越境 放置物等あり 

空家等 295 124 31 

割 合 26.3% 11.1% 2.8% 

※ 重複あり 

 

10）建物の利用可能な空家等について 

空家等の総数のうち外観目視調査により、建物の利活用が可能な空家等（雑草や

樹木が繁茂している空家等を含む。）が592戸（52.9％）でした。 

■表－利活用が可能と思われる空家等の地区別戸数  

地区名 小山 大谷 間々田 生井 寒川 豊田 中 穂積 桑 絹 合計 

戸数(戸) 160 85 154 5 9 38 13 22 79 27 592 

割合(%) 27.0 14.4 26.0 0.9 1.5 6.4 2.2 3.7 13.3 4.6 100 

 

区 分 破損・剥離 未施錠 計 

屋根材 279 － 279 

外壁材 172 － 172 

窓・扉 83 38 121 
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Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

11）空家等の状況について 

空家等の総数のうち、Ａ：業者等により管理されている空家等とＢ：適正に管理さ

れている空家等をあわせた管理状態の良い空家等が計724戸（64.6％）、Ｃ：適正な

管理が必要な空家等とＤ：周辺に影響を及ぼすおそれがある空家等をあわせた管理状

態の良くない空家等が計396戸（35.4％）で、そのうちＤ：周辺に影響を及ぼすおそ

れがある空家等は95戸（8.5％）でした。 

周辺に影響を及ぼすおそれがある空家等については、種類別では「一戸建て住宅」

が64戸（67.4％）、構造では「木造」が87戸（91.6％）、階数では「平屋建」が54戸

（56.8％）、「屋根材に原因があるもの」が17戸、「外壁材に原因があるもの」が11

戸、「窓・扉に原因があるもの」が55戸、「雑草や樹木に原因があるもの」が20戸、

「害虫に原因があるもの」が4戸、「放置物があるもの」が１戸、「塀等に原因があ

るもの」が15戸でした。 

■グラフ－空家等の管理状況割合 

  

 

■グラフ－地区別空家等管理状況 

 

100 戸

8.9%

624 戸

55.7%

301 戸

26.9%

95 戸

8.5%
Å：業者により管理されている空家等

Ｂ：適正に管理されている空家等

Ｃ：適正な管理が必要な空家等

Ｄ：周辺に影響を及ぼすおそれがある空家等

7.5% 11.1% 12.8%

0.0% 0.0%
7.1% 4.8% 8.3% 8.5% 4.1%

62.5% 54.4%
56.8%

33.3%
40.9%

55.7% 61.9%
66.7%

53.9%

37.8%

22.5% 28.1%
25.6%

38.1%

40.9%

27.1% 23.8%
16.7%

26.1%

44.6%

7.5% 6.4% 4.8%

28.6%
18.2%

10.0% 9.5% 8.3% 11.5% 13.5%

小山 大谷 間々田 生井 寒川 豊田 中 穂積 桑 絹

Å：業者により管理されている空家等 Ｂ：適正に管理されている空家等

Ｃ：適正な管理が必要な空家等 Ｄ：周辺に影響を及ぼすおそれがある空家等

※小数点第二位以下を四捨五入で算出しているため、合計が１００％とならない場合があります。 
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２－４．2016（平成 28）年度自治会アンケート調査結果 

（１）アンケート概要 

対  象  ： 市内における 258 自治会 

実施時期  ： 2016（平成 28）年 12 月～2017（平成 29）年１月 15日 

回 答 率  ： 82.9％ （214 自治会） 

（２）アンケート結果 

問１．自治会内に「空き家」はありますか。 

      あ る        ：   157自治会 （73.4％） 

      な い        ：  50自治会 （23.3％） 

      把握していない    ：  ７自治会 （ 3.3％） 

 

問２．問１で「ある」と答えた方にお尋ねします。自治会の区域内の空き家について、

地図に○を付けてください。 

空き家        ： 1,054 戸 

 

問３．近年、自治会内の空き家は増えていますか、減っていますか。 

      増えている      ：  76自治会 （35.5％） 

      減っている      ：  ８自治会 （ 3.7％） 

      変わらない      ：  129自治会 （60.3％） 

      回答なし       ：  １自治会 （ 0.5％） 

 

問４．空き家の存在は、自治会内で問題になっていますか。 

問題になっている   ：  56自治会 （26.2％） 

問題にはなっていない ：  157自治会 （73.3％） 

回答なし       ：  １自治会 （ 0.5％） 
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問５．問４で「問題になっている」と答えた方にお尋ねします。特に問題になってい

ることは何ですか。（重複回答） 

１．老朽化や倒壊・建材飛散など危険な状態である（建物の危険性） 

              35 自治会 （16.4％） 

２．火災や犯罪が誘発されるような状態である（防災・防犯性） 

              41 自治会 （19.2％） 

３．草木雑草が繁茂し伐採・除草が必要な状態である（景観の悪化） 

              57 自治会 （26.6％） 

４．廃棄物の堆積や、動物等の巣になっている（衛生の悪化） 

              20 自治会 （ 9.3％） 

５．その他           ：  10 自治会 （ 4.7％） 

６．回答なし          ：  147 自治会 （68.7％） 

 

 

問６．問４で「問題になっている」と答えた方にお尋ねします。問題になっている空

き家について、地図を塗りつぶしてください。 

問題になっている空き家 ：233 戸 

 

問７．地域の空き家を活用していくことについて、どのようにお考えですか。番号を

１つ選びください。 

１．自治会の公民館（地域交流施設）等として利用したい 

               ：   ８自治会 （ 3.7％） 

２．活用策を考えるべきである ：  35 自治会 （16.3％） 

３．活用はあまり賛成しない  ：  18 自治会 （ 8.4％） 

４．除却すべきである     ：  46 自治会 （21.5％） 

５．わからない        ：  90 自治会 （42.1％） 

６．その他          ：  16 自治会 （ 7.5％） 

７．回答なし         ：   １自治会 （ 0.5％） 
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２－５．空家等の課題 

（１）現状的課題 

１）所有者の課題 

① 空家の所有者が高齢となり、適正な管理ができない。 

② 所有者や相続権利者が遠方に住んでおり、適正な管理ができない。 

③ 空家を利活用する所有者の意思が薄い。 

④ 空家の所有者等の所在が不明である。 

２）相続上の課題 

① 相続されず、相続権利者が多数となっている。 

② 抵当権等の権利関係の整理が難しく、相続できない。 

③ 土地と建築物の所有者が異なり、相続権利者がより複雑になっている。 

④ 未登記建物で、所有者を特定できない。 

⑤ 死亡した所有者に相続人がいない。 

⑥ 空家の相続人全員が相続放棄をしている。 

３）不動産流通上の課題 

① 木造の建築物は、中古物件に対する市場価格が低く流通が困難である。 

② 駐車スペースがない中古物件の流通が困難である。 

③ 中古住宅の性能や品質に対する消費者の不安がある。 

④ 使用しないが、建物への思い入れがあり手放すことができない。 

⑤ 空き家バンク制度の活用に取り組んでいるが、登録物件が少ない。 

４）土地・建物の制限 

① 市街化調整区域の建物は、都市計画上の制限がある。 

② 旧耐震基準の建物は、耐震診断及び耐震補強工事が必要である。 

③ 建築基準法の改正や都市計画法による用途地域の変更等により、既存不適格建

築物の建替えができない。 

④ 地区計画等が設けられたことにより、敷地面積、容積率、建ぺい率等の制限で

既存不適格建築物となり、建替えが困難である。 

５）税制上の課題 

住宅で使用していた空家を除却すると、固定資産税等の特例が除外される。 

■表－地方税法第349条の３の２、第702条の３ 

区 分 固定資産税 都市計画税 

空地（更地） 建物がない状態 課税標準の1.4％ 課税標準の0.3％ 

小規模住宅用地 
住宅１戸につき

200㎡まで 
課税標準×1/6の1.4％ 課税標準×1/6の0.3％ 

一般住宅用地 

住宅１戸につき

200㎡を超えた

部分 

課税標準×1/3の1.4％ 課税標準×1/3の0.3％ 
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今後さらに増加が予想される空き家 

□高齢化の進行や人口の減少 

□世帯分離による単身高齢者世帯の増加 

□戸建て住宅の老朽化 

まちなかでの空き家増加はまちの魅力・活力に悪影響 

管理不全な空き家は、防災、衛生、景観面で不安・不快 

著しい管理不全な空き家に対する適切な対応と跡地活用 

□小山地区など中心市街地部での空き家が多く立地 

□空き家だが、まだ腐朽破損などがない状態のものが多く立地 

□店舗や居住者の減少で中心市街地の魅力・活力が低下 

□経年的には管理不全な空き家の増加が懸念 

□所有者等に対する適切な管理や補修等の指導 

□空家立地地域における住民等の不安 

□特措法を効果的に活用した特定空家等への適切な対応 

□所有者等に対する段階的な措置 

□地域の活性化、更新を踏まえた空家跡地の有効活用 

【課題１】 

【課題２】 

【課題３】 

【課題４】 

【段階】 

 （２）住まいの各段階に応じた空家等に係る課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

跡
地
活
用 

除
却 

管
理
不
全 

空 

家 

化 

住
宅
等
と
し
て
使
用 

住まいの各段階において生じる課題に適切に対応し、 

空家等に係る課題を総合的に解決していくことが必要 

基本方針の設定へ 
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【基本理念イメージ】 

３章 空家等に係る基本的な方針等 

３－１．空家等対策の基本理念及び基本方針 

（１）基本理念 

全国的な動向と同様に、本市においても高齢化や世帯分離等により、今後さらに空家

の増加が予想される中、いかに空家の増加を抑制するかが重要です。 

また、空家等実態調査からは、小山地区など中心市街地部に空家が多く立地している

ものの、それらの多くは比較的管理状態の良い空家であり、まちの魅力・活力を牽引す

る中心市街地の役割を踏まえ、まちなか居住や出店を促進する貴重なストックとして、

それらの空家を有効に活用することも重要です。 

さらに、現状において既に管理不全な空家等に対しては、これ以上周辺環境等に影響

を及ばさないよう、適正な管理を促進するなど、空家周辺の生活環境等の改善・保全す

ることが求められます。 

加えて、既に周辺環境に相当の影響を及ぼしている空家等に対しては、安全・安心な

地域づくりを推進するため、適正に危険な空家等の除却を進めるとともに、除却後の跡

地を有効に活用し、魅力・活力のある地域づくりを進めていくことも必要です。 

何より、空家等の管理責任はその所有者等にあることを前提としながら、空家の増加

を抑制すること、ストックとして空家を有効に活用すること、空家を適正に管理し周辺

環境を守ること、そして空家跡地を有効に活用し、安全・安心で、住みたく、住み続け

たいと思われる「豊かで活力があり、暮らしやすい小山」を実現することを、空家等対

策の基本理念とします。 

安全・安心で、住

みたく、住み続け

たいと思われる 

「豊かで活力があ

り、暮らしやすい

小山」の実現 

空家の増加を

抑制する 

ストックと 

して空家を 

有効に活用 

する 

空家を適正 

に管理し、 

周辺環境を 

守る 

空家跡地を 

有効に活用 

する 

空家等に係る課題の

総合的解決 

住まいの各段階に 

応じた対応策 
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空家化の予防 

■新たな空家等の発生を抑制することを空家等対策の基本

とし、建物を適切に管理し、使用し続けることにより空

家化の予防や発生の抑制を図ります。 

空家の流通・活用促進 

空家等の跡地活用 

■空家等の所有者が管理し品質を保持することにより、中

古市場への流通や、地域の資源として有効活用を促進し、

地域及び中心市街地の魅力・活力の維持と向上を図りま

す。 

■空家等の所有者に適正な管理についての啓発活動を図

り、特定空家等への移行を防止する。また、特措法を活

用した段階的な指導と自主的な改善の促進を図ります。 

■適正な維持管理が行われていない特定空家等について、

除却を進め、建替えを促進するとともに、跡地の有効活

用による移住・定住の促進及び地域活性化を図ります。 

【課題】 【段階】 【基本方針１】 

【基本方針２】 

【基本方針３】 

【基本方針４】 

管理不全な空家の防止・解消 

今後さらに

増加が予想

される空家 

まちなかで

の空家増加

は、まちの魅

力・活力に悪

影響 

管理不全な

空家は、防

災、衛生、

景観面で不

安・不快 

著しい管理

不全な空家

に対する適

切な対応と

跡地活用 

（２）基本方針 

空家等に係る課題を解決するため、住まいの各段階に応じた空家等対策の基本方針を

次のように設定します。 

 

 

跡
地
活
用 

 

除
却 

管
理
不
全 

空 

家 

化 

住
宅
等
と
し
て
使
用 

安全・安心で、住みたく、住み続けたいと思われる 

「豊かで活力があり、暮らしやすい小山」の実現 
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基本方針 基本施策 取り組み方針 
重点 

プロジェクト 空家等対策の基本理念 

３－２．空家等対策の施策の体系 

 

 
 

基本方針１ 

基本方針３ 

管理不全な 

空家の 

防止・解消 

基本方針４ 

空家等の 

 跡地活用 

基本方針２ 

空家の流通・ 

 活用促進 

空家等の適正な管理の促進 

安全・安心な地域づくりの促進 

魅力・活力ある地域づくりへの活用 

特定空家等に対する指導・措置 

情報の管理と提供 

市民・所有者等への啓発・支援 １－１ 

３－１ 

４－１ 

４－２ 

３－２ 

３－３ 

中古住宅としての市場流通の促進 ２－１ 

空家等の多様な利活用の促進 ２－２ 

住宅の品質確保・長寿命化の促進 １－３ 

専門家団体・地域等との連携 １－２ 

1-1-1 市広報紙、ホームページ等での空家化防止の啓発 

1-3-1 住宅品確法の普及・啓発 

1-3-2 住宅性能表示制度の周知・PR 

2-1-1 空き家バンク制度の活用促進・充実 

2-1-2 専門家団体等との連携による空家の流通促進 

3-1-1 専門家団体等との連携による所有者の支援 

3-1-2 管理に関する啓発、助言・指導、支援 

3-2-1 空家法を活用した改善指導 

3-2-2 特定空家等に対する適切な措置 

3-3-1 空家等データベースによる継続的管理 

4-1-2 個別建替えや共同建替えの誘導 

4-2-2 地域づくり、観光支援施設等の配置検討 

4-2-3 自主的な除却・活用等に対する支援 

1-2-1 相続、売買・賃貸等の相談体制構築 

 

安
全
・
安
心
で
、
住
み
た
く
、
住
み
続
け
た
い
と
思
わ
れ
る 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「
豊
か
で
活
力
が
あ
り
、
暮
ら
し
や
す
い
小
山
」 

 
 

空家化の予防 

1-3-3 木造住宅耐震化助成制度等の周知・PR、促進 

1-1-2 高齢者等への支援 

3-3-2 特定空家等所有者への措置等の情報提供 

ストックとし

て空家を有効

に活用する 

空家を適正に

管理し、周辺

環境を守る 

空家跡地を有

効に活用する 

２ 

３ 

４ 

1-2-2 空家等の情報提供等による地域等との連携 

4-2-1 公園・広場等地域コミュニティの場としての活用 

1

1 

4-1-1 防災広場等としての活用 

2-2-1 空家等を活用したまちなか出店・居住の推進 

2-2-3 地域住民等の活動・交流拠点としての活用 

2-2-2 空家等を活用した移住・定住の推進 

モ
デ
ル
事
業 

空家の増加

を抑制する 

１ 
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■空家等に関するパンフレットの作成・配布 

■固定資産税納税通知書への啓発チラシの同封  ■地域包括支援センター等との連携 

４章 小山市空家等対策計画 

４－１．体系別取り組み方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜取り組み項目＞ 

□ 市民、空家所有者等への啓発 

 ・空家等の対策 

・相続関係 

・修繕、リフォーム 

・賃貸、売買 

・除却 

・跡地活用 などに関する情報 

パンフレット 

 

 

 

 

小山市建築指

導課 

市民・所有者等への啓発・支援 １－１ 

基本方針１ 

1-1-1 市広報紙、ホームページ等での空家化防止の啓発 

空家化の予防 

1-1-2 高齢者等への支援 

■市民への啓発 

建物やその敷地等は、第一義的に所有者等が自らの責任で的確に管理・対応する

ことが前提となりますが、相続等により、誰しもがその所有者等になる可能性があ

ることから、市民の空家等に関する問題意識を高め、新たな空家等の発生を未然に

防止するため、市広報紙、関連パンフレット、市ホームページ、おーラジ（おやま

コミュニティ FM 放送)などを通じて市民に啓発を行います。 

■所有者等への啓発 

現在、居住や使用している建物についても、将来の見通しや対応を事前に検討し

ておくことが空家化を防止するために重要であることから、同様に建物の所有者等

にも啓発を行います。 

■高齢化に伴う空家化の抑制 

今後、単身高齢者や高齢者世帯等が増加することが予想されることから、認知症

の発症により利活用の意思が確認できない、また、介護施設への入所などによる長

期間不在による空家化を防止し、建物等を次世代へ円滑に引き継げるように、早い

段階から地域包括センター等と相談できる体制を推進します。 

【ホームページ】 

市民等への啓発 

相続等により空家所有者

となる可能性のある市民 

既に空家等となって

いる建物の所有者 

専門家 

への相談 【広報紙】 

【○】：重点プロジェクト 
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□ 専門家団体等との連携          □ 地域との連携 

【売買・賃貸】 

【活 用】 

【管 理】 

【相 続】 

【融 資】 

【リフォーム】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門家団体・地域等との連携 １－２ 

基本方針１ 

1-2-1 相続、売買・賃貸等の相談体制構築 

空家化の予防 

1-2-2 空家等の情報提供等による地域等との連携                      【○】 

■専門家団体との連携 

空家等の所有者等が抱える相続、売買・賃貸、融資、管理、跡地活用等に関する

個別の問題について、空家化する前に専門家団体等の相談窓口へ案内するなど、所

有者等を支援することにより、空家化の予防を促進します。 

また、専門家団体との連携を促進するための会議の組織化を検討します。 

■地域等との連携 

空き家になる可能性の高い物件や、急に空き家になってしまった物件等、地域住

民の日常的な情報が、迅速で適切な空家等の対策に有効であることから、地元自治

会やまちづくり団体等との連携を促進します。 

また、情報提供にあたっては、地元の負担にならないよう配慮するとともに、大

学等教育機関などと連携した、効率的かつ効果的な情報収集方法について検討しま

す。 

管理不全な空家等 危険な空家等 

日常的な暮らしの中で 

の情報提供 

市 

地域住民 

専門家団体等との連携による所有者支援 地域との連携による空家等への対策 

空家化の予防等 

■専門団体等との連携協定締結と会議の組織化 ■専門家団体等とのセミナー・相談会の実施 

■地元自治会等への情報の提供と収集・見回りパトロールの実施 

＜取り組み項目＞ 
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「小山市木造住宅耐震対策助成制度」 

□耐震診断 

・補助限度額 2 万円（補助率：２/３） 

□耐震改修 

・補助限度額 100 万円（補助率：４/５） 

□耐震建替 

・補助限度額 100 万円※（補助率：４/５） 

※10 ㎡以上の県産材を使用する場合 10 万円の加算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅の品質確保・長寿命化の促進 １－３ 

基本方針１ 

1-3-1 住宅品確法の普及・啓発 

空家化の予防 

1-3-2 住宅性能表示制度の周知・ＰＲ 

■住宅の品質確保による空家化の予防 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」の普及・啓発に努め、住宅の品質の確

保による、長期的に暮らすことができる住宅供給で、短期的な空き家の発生を抑制

します。 

■関係機関等との連携 

品確法の普及・啓発を効率的に進めるため、建築士会や事業者等への啓発及び関

係機関等との連携により、市民はもとより、住宅設計者や住宅販売者、施工業者等

の意識啓発を図ります。 

■耐久性等に優れた住宅供給 

「住宅性能表示制度」による、耐震性・耐久性等に優れ、環境や高齢者等に配慮

した住宅供給を図り、住宅の長寿命化等による短期的な空き家の発生を抑制すると

ともに、住宅としての価値を高めることにより、中古住宅となった際の市場流通を

促進します。 

1-3-3 木造住宅耐震化助成制度等の周知・ＰＲ、促進 

■耐震化による長寿命化 

老朽化に伴う住宅等の空家化を抑制するため、旧耐震基準で建てられた木造戸建

て住宅又は併用住宅に対して、「小山市木造住宅耐震対策助成制度」の活用を促進

します。そのための制度の積極的な周知・ＰＲを推進します。 

耐震化で 

長く安心して 

暮らせる住宅確保 

■小山市木造住宅耐震対策助成制度の利用促進 

＜取り組み項目＞ 
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基本方針２ 空家の流通・活用促進 

中古住宅としての市場流通の促進 ２－１ 

2-1-1 空家バンク制度の活用促進・充実                           【○】 

2-1-2 専門家団体等との連携による空家の流通促進 

■中古住宅の市場流通促進 

移住・定住を促進するため、市内空き家の所有者等と空き家の利用希望者とのマ

ッチングを図る空き家バンク制度を 2014（平成 26）年 10 月に開始し、物件登録し

た空き家のリフォーム工事や家財処分に対する補助制度を 2015（平成 27）年９月

から行なっています。これらの制度をホームページ掲載やチラシの発行を通じて適

切に周知することはもちろん、不動産・建築等の専門家と連携し、空き家バンク制

度及び空き家バンク利用促進補助金の更なる利便性の向上を目指すとともに、空き

家バンクのホームページのコンテンツの充実、拡充に取り組むことで、空き家の所

有者、活用を検討する者双方にとって空き家を利活用しやすい環境を整備し、中古

住宅の市場流通を促進します。 

■登録物件の促進 

空き家の実態調査等に基づき、賃貸借や売買が可能な空き家を空き家バンクへの

物件登録を促すことにより、登録件数の増加につなげていきます。また、4月に固

定資産税課税対象者に送付している固定資産税納税通知書へ空家等対策に係るパ

ンフレットを同封することで、空き家所有者へ空き家バンク制度について周知を図

ります。 

■移住・定住の促進 

市内の空き家バンク登録物件をホームページやスマートフォン等により情報を

提供し、空き家の所有者等と、利用希望者とのマッチングを図ることにより、移住・

定住及び空き家への住み替えの促進を推進します。 

■専門家団体等との連携 

不動産・建築等の専門家団体や、小山警察署等の

公共団体等との連携・協力に関する「空家等対策に

関する協定」や「空き家バンク媒介に関する協定」

を締結するなど、中古住宅としての流通・活用促進

をはじめ、多角的なアプローチでの総合的な空家対

策を推進します。 

■固定資産税納税通知書への空き家バンクチラシの同封 

■空き家バンク利用促進補助金         ■広域的空き家バンクホームページの開設 

＜取り組み項目＞ 
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□「小山市空き家バンク利用促進補助金」 

  小山市空き家バンクに登録した売却希望空き家に対して行うリフォーム工事

や家財の処分等に掛かる費用の一部について、補助金を交付します。 

＜補助内容＞ 

〇リフォーム工事 

・補助率 1／2、限度額５0 万円（経費の総額 20 万円以上が対象） 

 ※小山市内に事業所若しくは事務所を有する法人又は市内に住所を有する

個人事業主による工事の経費であることが必要。 

〇家財処分 

・補助率 1／2、限度額 10 万円（経費の総額 5万円以上が対象） 

 ※廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45 年法律第 137 号)第 7 条

に規定する一般廃棄物処理業の許可を受けている市内に事務所若しくは

事業所を有する法人又は市内に住所を有する個人事業者による処分の経

費であることが必要。 

○空き家管理（物件登録者のみ申請可） 

  ・登録物件の見回り、換気、敷地内の除草などに要する費用が対象 

・補助率１／２、限度額１万円（年１回のみ２回まで） 

 ※市内に事務所若しくは事業所を有する法人又は市内に住所を有する個人

事業者による管理業務の経費であることが必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ストックとしての

空き家の活用 

多様な媒体・手法

による積極的な情

報発信・PR 

移住・定住希望者

とのマッチング 

田園居住の推進と

の連携 

空き家バンク 

助成制度 

空き家バンク制度 

総合的な移住・定住促進へ 

【空き家バンク制度の充実イメージ】 
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□ まちなか居住・出店の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜取り組み項目＞ 

空き店舗等を活

かした若者等の

起業支援とまち

なか居住の推進 

空家等の多様な利活用の促進 ２－２ 

基本方針２ 

2-2-1 空家等を活用したまちなか出店・居住の推進            【○】モデル事業 

 

空家の流通・活用促進 

2-2-2 空家等を活用した移住・定住の推進                  【○】モデル事業 

■まちなか居住の推進 

空き家の立地が多い駅前などのまちなかにおいて、比較的管理状態の良い空き家

を有効に活用した新たな住居として流通させ、「小山市転入勤労者等住宅取得支援

補助金」との連携を図りながら、駅との近接性等を活かしたまちなか居住を推進し

ます。 

■まちなか出店の推進 

駅前地区に多く見られる店舗併用住宅の空き家を有効に活用し、まちなかで出

店、起業したい若者等の支援を含め、「中心市街地商業出店等促進事業補助金」と

の連携を図りながら、新たな店舗等の立地によるまちなかの賑わい再生を目指しま

す。 

■移住・定住の推進 

上記まちなかに限らず、郊外部を含めた空き家を有効に活用し、移住体験を目的

とした短期居住施設（お試しの家）として活用するなど、移住・定住を促進します。 

2-2-3 地域住民等の活動・交流拠点としての活用             【○】モデル事業 

■地域活動・交流拠点としての活用 

空き家、空き店舗等を「まちなかサロン」等として活用し、地域住民が集い、地

域活動の拠点として機能することにより、地域コミュニティ機能の維持・向上と地

域の活性化を促進します。 

駅前立地の利便性

を活かした、新たな

居住者誘致 

「小山市転入勤

労者等住宅取得

支援補助金」の

活用 

■移住体験施設の整備  ■地域交流施設の整備 

「中心市街地商

業出店等促進事

業補助金」の活用 

空き家、空き

店 舗 の 流

通・活用促進 

●にぎわい創出 

●若者支援 

●コミュニティ活性化 
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空家等の適正な管理の促進 ３－１ 

基本方針３ 

3-1-1 専門家団体等との連携による所有者の支援                     【○】 

管理不全な空家の防止・解消 

3-1-2 管理に関する啓発、助言・指導、支援 

■所有者等への啓発・注意喚起 

適切な管理が行われていない空家等は、防災、衛生、景観等において地域住民の

生活環境に悪影響を及ぼすことから、空家等の所有者等への啓発や注意喚起を行

い、管理不全な状況になる前に、専門家団体等の相談窓口へ案内することで、土地

や建物の売却・賃貸、空家等の有効活用ができるように所有者を支援し、管理不全

な空家の防止と解消を促進します。 

■樹木等の注意喚起 

樹木や雑草などの繁茂により、指導を行った空家等の所有者等に対して、樹木等

の繁茂に関しての注意喚起の文書などを送付します。 

■空家等の管理 

適切な管理が行われていない空家等の所有者等は、その状況を把握せず、近隣住

民等の生活環境に悪影響を与えていることを理解していない場合もあることから、

所有者等が自らその状況を改善し、特定空家等とならないよう助言や指導を行いま

す。 

□ 空家等の適正な管理の促進 

 

不法投棄の場とな

るなど衛生上問題 

管理不全な空家等

が与える影響例 

■所有者への啓発・注意喚起文書送付      ■空き家相談窓口の設置 

 

老朽化によって周辺環

境に景観的に悪影響 

●空家等の有効活用 

●管理不全な空家等の防止・解消 

●特定空家化の抑制 

草木が繁茂し周辺環

境に景観的に悪影響 

・専門家団体等の相談窓口案内 

・空家等の所有者への啓発や注意

喚起 

・注意喚起文書等の送付 

・適切な助言、指導 

相談窓口 

＜取り組み項目＞ 

地震発生時に 

倒壊の恐れ 
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□ 空家法による特定空家等の認定・対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定空家等に対する指導・措置 ３－２ 

基本方針３ 

3-2-1 空家法を活用した改善指導 

管理不全な空家の防止・解消 

3-2-2 特定空家等に対する適切な措置                           【○】 

■空家法による改善 

適切な管理等が行われず、周辺へ悪影響を及ぼしている空家等に対しては、空家

法を活用し、改善指導を実施していきます。 

■特定空家等の認定 

特定空家等は、適切な管理が行われず、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼして

いることから、空家法に基づく特定空家等として認定し、必要な措置を実施します。 

なお、特定空家等の判断基準は、協議会に意見を求め、市長が決定します。 

■特定空家等への対応方針 

特定空家等は、周辺に著しい悪影響をもたらすおそれがあることから、空家法を

適切に行使することにより、市民の安全・安心を確保します。 

なお、周辺建物や道路又は歩行者など不特定の者に対して悪影響を及ぼすおそれ

が高いものから優先して措置を行います。 

また、所有者等が不明の場合には、財産管理人の選任について裁判所に申立てを

行うなど、財産管理人制度を活用します。 

■特定空家等の指導 

適切な管理が行われていない空家等が、地域周辺に悪影響をもたらしていること

を所有者等に認識してもらい、自らその改善を行うよう指導していきます。 

・地域住民の生活環境

への様々な悪影響 

・防災、防犯、景観的

に地域の価値を低下

させるおそれ 

著しく管理 

不全な空家 

空
家
法
に
基
づ
く
「
特
定
空
家
等
」
に
認
定 

除
却
（
解
体
）
、
修
繕
、
立
木
竹
の
伐
採
等
の
助
言
又
は
指
導 

勧
告
・
命
令 

＜取り組み項目＞ 

■特定空家等判断基準の策定 ■空家法に基づく適切な措置 ■財産管理人制度の活用 
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□ 空家等情報のデータベース化          □ 税制上の措置 

 

情報の管理と提供 ３－３ 

基本方針３ 

3-3-1 空家等データベースによる継続的管理 

管理不全な空家の防止・解消 

3-3-2 特定空家等所有者への措置等の情報提供 

■空家等情報のデータベース化 

空家等の調査により取得した、所在、建物種別、階数、構造、建物等の状況、所

有者等、履歴などの情報を、大学等教育機関の協力も得てデータベース化します。 

また、関係部署とデータを共有化することにより、連携して空家等対策を推進し

ます。 

■税制上の措置 

空家法に基づく「勧告」が行われた特定空家等に係る土地は、毎年１月１日時点

で、固定資産税や都市計画税の住宅用地特例の対象から除外されることから、所有

者をはじめ関係部署に特定空家等の勧告及び勧告解除などの情報を提供します。 

■緊急対応措置 

建物の倒壊等により、周辺住民等への人的被害を及ぼす可能性の高い空家等につ

いては、危険を回避するための措置を講じます。 

■特定空家等の所有者等への支援 

特定空家等の所有者等が自主的な改善に取り組むよう、支援制度（解体補助や住

宅用地特例の据え置き等）を設け、必要に応じて制度の見直しや拡充を検討します。 

空家等の調査 

住宅用地特例の対象除外 

・固定資産税、都市計画税の負担増 

・所有者、関係部署への 

情報提供 

特定空家等として勧告 

＜取り組み項目＞ 

■関係部署との情報提供・情報共有  ■大学等教育機関と連携した空家等データベースの拡充 

■固定資産税の住宅用地特例の解除 

データ
ベース
化 

空家等
の継続
的管理 

データ
の共有 
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□ 防災広場としての活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全・安心な地域づくりの促進 ４－１ 

4-1-1 防災広場等としての活用                        【○】モデル事業 

4-1-2 個別建替えや共同建替えの誘導 

■災害に強いまちづくり 

国の「空き家対策総合支援事業」等を

活用しながら、空家等を撤去した跡地を

防災広場等として活用し、災害に強いま

ちづくりを推進します。 

■安全で暮らしやすい生活環境の創出 

空家等の跡地発生を契機として、個別

建て替えや共同建て替えの誘導を図り、

安全で暮らしやすい生活環境を創出し、

移住・定住を促進します。 

特に小山駅西口地区においては、市の

建設促進支援策、土地活用促進支援策及

び土地共同化支援策との連携等により、

積極的なまちなか居住の推進を図りま

す。 

【かまどベンチ】 【防災パーゴラ】 

【マンホールトイレ】 

【備蓄倉庫】 

必要な防災機能 

特定空家等の撤去後

の跡地の有効活用 

防災広場 

としての活用 

【街なか居住推進のための支援策 PR パンフ】（資料：小山市ＨＰ） 

【密集市街地等における防災広場の整備】（資料：大阪市ＨＰ） 

■防災広場等の整備   ■個別・共同建替えの誘導によるまちなか居住の推進 

＜取り組み項目＞ 

基本方針４ 空家等の跡地活用 
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魅力・活力ある地域づくりへの活用 ４－２ 

4-2-1 公園・広場等地域コミュニティの場としての活用                  【○】 

4-2-2 地域づくり、観光支援施設等の配置検討 

■公園・広場等としての活用 

空家等の跡地を公園・広場等として活用

し、子どもから高齢者まで地域住民の憩い

の場、交流の場等として確保し、魅力ある

地域づくりを進めます。 

地域イベント等の場としての活用によ

り、地域コミュニティの活性化等も期待で

きます。 

■地域の拠点としての活用 

空家等の跡地は、所有者等の意向を踏ま

え、地域住民や関係団体等と連携して、地

域交流施設、福祉サービス施設、あるいは

観光案内所など地域活動の拠点や観光支

援施設等の配置を検討します。 

4-2-3 自主的な除却・活用等に対する支援 

■解体費等の支援と寄付受け入れ要件の検討 

特定空家等の除却に要する費用の一部を補助することにより、所有者の空家等

の除却の促進を図り、市民等の良好な生活環境の保全及び跡地活用を促進します。 

また、建物及び土地の寄付を受け、当該建物や除却後の跡地の有効活用が図れ

るような仕組みについて、寄付の要件や流れ等を吟味しながら検討します。 

【公園・広場としての活用例】（資料：国土交通省ＨＰ） 

【地域サロンとしての活用イメージ】 

除却費の一部を補助 空家等の除却の促進 良好な生活環境の保全 

跡地の活用 

基本方針４ 空家等の跡地活用 

■公園・広場の整備         ■地域交流施設を支援する補助制度の創設 

■解体補助制度の創設と寄付受け入れ要件の検討 

＜取り組み項目＞ 
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□ 公園・広場等としての活用 

「小山市下河原田地区空家跡地活用モデル事業」 

・土地所有者の厚意により土地を市に寄付していただき、空家を撤去し跡地を広場とし

て活用する事業です。 

【所在地】：小山市大字下河原田 371－１他 

【面 積】：約 2,017 ㎡（下図着色部分） 

【空家の立地状況】：①～④写真参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【撤去作業後】右写真 

【活用方針】 

・自治会との協議を踏

まえ、地区の広場等

として活用 

・整備後の維持管理は

地元自治会が行う 

 

 

 

■【小山市空家等解体費補助金】 

＜補助対象要件＞ 

（１）特定空家等（空家法第 14条第２項の規定による勧告を受けていないこと） 

（２）準特定空家等（特定空家等に準ずるもの） 

＜申請者等の要件＞ 

空家等の所有者 

＜助成対象経費＞ 

申請者が発注する補助対象空家等の解体費用 

＜補助額＞ 

補助率１／２ 

 （１）特定空家等：上限額 50万円 

 （２）準特定空家等：上限額 30 万円 

＜上乗せ補助＞ 

除却後の跡地を、市や公共団体が寄付を受け 

入れ、公共の事業等として活用する場合 

  （補助額に 20 万円を上乗せ） 

 

 

 

① ② 

③ ④ 

① ② 

④ 

③ 

【空き家や敷地内の竹藪等を撤去し、広場を整備】（R 元.５撮影） 

【特定空家等の解体イメージ】 
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モデル事業 

４－２．重点プロジェクト及びモデル事業の位置づけ 

（１）重点プロジェクトの位置づけ 

「３－１．体系別取り組み方針」で示した各種取り組みのうち、重点的に取り組むも

のを重点プロジェクトとして位置づけます。 

重点プロジェクトの位置づけにあたっては、住まいの各段階に応じ設定した４つの基

本方針の具現化を図り、総合的な空家等対策を講じていくことが重要であるため、各基

本方針から抽出するものとします。 

 

■重点プロジェクトの位置づけ 

 

 

基本方針１：空家化の予防 

■ 1-2-2 空家等の情報提供等による地域等との連携 

基本方針２：空家の流通・活用促進 

■ 2-1-1 空き家バンク制度の活用促進・充実 

■ 2-2-1 空家等を活用したまちなか出店・居住の推進 

■ 2-2-2 空家等を活用した移住・定住の推進 

■ 2-2-3 地域住民等の活動・交流拠点としての活用 

基本方針３：管理不全な空家の防止・解消 

■ 3-1-1 専門家団体等との連携による所有者の支援 

■ 3-2-2 特定空家等に対する適切な措置 

基本方針４：空家等の跡地活用 

■ 4-1-1 防災広場等としての活用 

■ 4-2-1 公園・広場等地域コミュニティの場としての活用 

地域との連携による空家化を防止しながら、既存の空家等をストックとして効果的

に地域づくり、まちづくりに活用します。 

さらに、著しく地域環境に影響を及ぼす特定空家等に対し、適正な措置を講じると

ともに、除却等による跡地を有効なオープンスペースとして活用し、安全・安心で魅

力ある地域づくり、まちづくりを積極的に推進します。 

重点プロジェクトの一体的推進 

1

1 

Ｃ 

1

1 

D

V 

1

1 

Ａ 

1

1 

Ｂ 
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（２）モデル事業の位置づけ 

重点プロジェクトの積極的な展開とともに、特に、本市においては、既に進行してい

る空家化への対応等が急務であること等を踏まえ、空家等対策からまちづくりの視点を

踏まえた取り組みについて、重点プロジェクトの中からさらにモデル事業として位置づ

け、関係課や関係機関等と連携しながら事業の具体化に向けて詳細な調整・検討を図っ

ていきます。 

 

■モデル事業の視点と位置づけ 

事業Ａ 空家活用まちなか出店・居住推進事業 

モデル事業の位置づけ 視 点 

ま
ち
づ
く
り
の
視
点
を
踏
ま
え
た
空
家
等
の
有
効
活
用 

事業Ｂ 

安全・安心な

地域環境 

づくり 

空家活用移住・定住促進 

・空家跡地の防災広場としての活用による中

心市街地の安全・安心な環境の向上 

・地域イベント等の場としての活用による地

域コミュニティの活性化 

跡地 

活用 

安全・

安心 

取り組み方針【4-1-1 防災広場等としての活用】 

まちなか居住・

中心市街地 

活性化 

移住・定住、

観光促進 

・郊外部の空き家（お試しの家など）を活

用した田舎暮らしの推進 

・転入勤労者等住宅取得支援補助金と連携

した本市への移住・定住推進 

事業Ｄ まちなか安全・安心防災広場整備事業 

移住・

定住 

観光 

取り組み方針【2-2-2 空家等を活用した移住・定住の推進及び観光振興】 

地域の活動・

交流拠点 

の形成 

・地域の子どもから高齢者までが一緒に集

える地域活動・交流拠点の整備 

・協働による地域コミュニティの活性化 

交流 

地域 

取り組み方針【2-2-3 地域住民等の活動・交流拠点としての活用】 

事業Ｃ 空家活用地域まちなかサロン整備事業 

・店舗併用住宅の空家を有効に活用 

・新たな店舗等の出店支援 

・出店と併せた住居としての活用 

・出店・居住者に対する改修・出店費支援 

商業 

まちな

か居住 

取り組み方針【2-2-1 空家等を活用したまちなか出店・居住の推進】 
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（３）モデル事業の展開イメージ 

空家活用まちなか出店・居住推進整備事業 
 

事業Ａ 

・駅前地区において空き家となっている店舗併用住宅を有効に活用し、新たな店舗

や事務所等の出店による商業活性化と、まちなか居住を一体的に促進することを

目的として展開を図ります。 

・「小山市中心市街地商業出店等促進事業補助金事業」の対象区域拡大の検討あるい

は空家活用に関する新たな助成制度など、事業促進に効果的な支援策をあわせて

検討します。 

【カフェとしての活用イメージ】 【カフェとしての活用イメージ】 

【家庭的な店舗活用イメージ】 【事務所兼住宅活用イメージ】 

店舗併用住宅空き家の有効活用 

空家等対策、まちなか居住関連施策等との連携 

【工 房】 

【飲食店】 

【教 室】 

【食品製造・販売】 

中
心
市
街
地
活
性
化 

ま
ち
な
か
居
住
の
推
進 

小山駅前地区等 
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事業Ｂ 空家活用移住・定住促進、観光振興事業 

・お試しの家や転入勤労者等住宅取得支援補助金交付事業等と連携して移住・定住

を推進するなど、本市の定住人口増及び地域活性化等に全庁的な連携によって取

り組みます。 

【まちなかへの移住・定住推進】 

【お試しの家による小山暮らしイメージ】 
 

空き家の有効活用 

「小山暮らし」お試しの家 

移住・定住の促進 

●空き家所有者 

●利用者 

 

 
 

 

移
住
・定
住
希
望
者
へ
の
各
種
支
援 

●
空
き
家
バ
ン
ク
制
度 

●
転
入
勤
労
者
等
住
宅
取
得
支
援
補
助
金
交
付
事
業 
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事業 C 空家活用地域まちなかサロン整備事業 

・空き家を地域住民の各種活動の拠点や、住民同士あるいは来訪者等との多様な交

流の場として活用し、まちなかにおける地域コミュニティの活性化とにぎわい創

出を図ります。 

・活動・交流拠点として必要な改修費の助成などの支援を検討する一方、地域住民

の主体的な管理・運営など協働体制を構築し、ストックとしての長寿命化を図り

ます。 

【地域交流拠点活用イメージ】 

【地域住民の活動拠点活用イメージ】 

【ギャラリー活用イメージ】 

地域にとっても、
空き家がいつま
でもそのままで
は･･･ 

【地域の資源としての空き家再生】 

【市及び専門家

等の支援】 

地域まちなかサロン 

としての活用 

地域の活力・魅力の向上 

●地域の各種話し 

合い、語らいの場 

●地域づくりの 

将来を考える場 

●地域の各種 

イベントの場 

●地域の各種 

教室・学習等の場 

【地域住民による

管理・運営】 
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事業 D まちなか安全・安心防災広場整備事業 

 

・地域の生活環境等に影響を及ぼす著しく管理不全な空き家について、空家法に基づ

き除却し、跡地を防災広場等オープンスペース等としての活用を図ります。 

・市街地部における延焼防止効果、避難場所の確保のほか、イベント等地域活動の場

としての活用を図ります。 

【管理不全な空家等】 【空家を除却し広場として活用】 

【商店街イベントの場としての活用イメージ】 【防災広場での地域イベント活用イメージ】 

防災広場等 

としての活用 

防災機能向上による 

安全・安心な地域づくり 

特定空家等の除却 ●地域の身近な避難場所の確保 

●災害発生時における 

炊き出し提供 

●備蓄倉庫等 

の設置 

●防災訓練の場 

としての活用 
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４－３．モデル事業の展開イメージ 

（１）モデル事業の具体的活用イメージ 

「３－２」で位置づけたモデル事業について、空家等の形態や立地地域に応じながら

効果的、効率的に事業を推進していくため、各事業との関係を以下のとおり整理します。 

今後、各事業の目的等を踏まえるとともに、具体的活用イメージを念頭に、本市のま

ちづくり・地域づくりに寄与する空家等の有効活用を推進していくものとします。 

■モデル事業の展開イメージ 

モデル事業 

事業Ａ 

【商業・まちなか居住】 

事業Ｂ 

【移住・定住、観光】 

事業Ｃ 

【交流・地域】 

事業Ｄ 

【跡地活用、安全・安心】 

空家活用まちなか
出店・居住 
推進事業 

空家活用 
移住・定住促進、 
観光振興事業 

空家活用地域 
まちなかサロン 

整備事業 

まちなか 
安全・安心 

防災広場整備事業 

空
家
等
の
形
態 

戸建専用
住宅 

○ ○ ○ 

改修等が不可能な 

状態の全ての形態 

店舗併用
住宅 

○ － ○ 

商業業務
施設 

○ － ○ 

立
地
地
域 

市街化 
区域内 

○ ○ ○ ○ 

市街化調
整区域内 

－ ○ ○ ○ 

想
定
展
開
地
区
等 

小山駅等
駅周辺 

○ ○ ○ － 

田園集落
等郊外部 

－ ○ ○ ○ 

住宅店舗
密集地区 ○ － － ○ 

 

具
体
的
活
用
イ
メ
ー
ジ 

市街化 
区域内 

･一般住宅 

･店舗・事務所等併
用住宅 

･店舗・事務所等 

など 

･一般住宅 

･移住お試しの家 

･観光案内・情報発
信所   など 

･地域まちなかサ
ロン 

･市民活動拠点 

･サテライトカレ
ッジ 

 など 

･防災広場 

･地域コミュニティ
広場 

･イベント広場 

など 市街化 
調整 
区域内 

－ 
･一般住宅 

･移住お試しの家 

･地域サロン 

 など 

国
の
補
助
事
業 

総務省 － 

地方創生拠点整備
交付金 

（耐震改修工事等） 

－ － 

国土 
交通省 

･空き家再生等推
進事業（社会資本
整備総合交付金） 

･空き家対策総合
支援事業 

（耐震改修工事等） 

同左 

※民泊施設は対象外 

･空き家再生等推
進事業（社会資本
整備総合交付金） 

･空き家対策総合
支援事業 

（耐震改修工事等） 

同左 
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（２）モデル事業の進め方 

モデル事業の展開にあたっては、おおむね次に示す流れを想定します。 

ただし、空家等の所有者の意向をはじめ、活用可能な空家等の発生時期、事業実施の

緊急性やニーズなど、必ずしも下記の流れによらず事業を実施する必要もあることから、

それらに柔軟に対応しながら事業実施を検討していくものとします。 

■モデル事業の進め方フローイメージ 

空家等の調査・データ管理 

活用対象空家等の選定 

活用を図るべき空家等の検討 

適用モデル事業の検討 

事業計画の検討 

事業の実施 

活用のＰＲ・事業検証等 

地域からの情報等 

事業者等との協議等 

設計等の協議等 

活用方法等の検討 

補助制度等の検討 

・空家等の立地状況の把握 

・データ管理と地域からの情報提供等を踏まえた定期的な

データ更新 

所有者等への事前相談 

地元の意向把握 

・まちづくり・地域づくり等の観点で活用を図るべき空家

等のあたりをつける 

・所有者への事前相談を行い、活用の可能性を判断すると

ともに、活用の方向性等地元の意向を把握 

・モデル事業を適用する空家等について、現状や周辺環

境等の詳細を調査し、最終的な活用対象空家等を選定 

・事業の内容により、関係する事業者等の協力が求めら

れる場合、事業者等との協議を行いながら、適用する

モデル事業を具体的に検討 

・モデル事業の実施に向けた事業計画を関係各課等と協

議しながら策定 

・活用方法等についての地元や事業者との協議を行いな

がら、管理運営の方法等についても検討 

・活用可能な補助制度等を吟味 

・リノベーション等の設計業務や必要な手続き等 

管理運営等の協議等 

関係各課等との協議 

・事業計画に基づき事業を実施 

・整備前、整備後等新たな所有者や地元の協力を得なが

ら空家等対策の効果等を積極的にＰＲ 

・事業実施の経緯や事業後の課題等の把握による事業の

検証 
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４－４．特定空家等対策 

（１）特定空家等に対する措置 

特定空家等に対する措置を行うため、職員等は必要な限度において立入調査を実施し、

状況を把握します。 

その調査結果に基づき、地域住民等への悪影響をなくし、かつ所有者等の負担が少な

いと考えられる措置の内容を検討し、協議会の意見を踏まえ措置の内容を決定します。 

また、内容の変更を行う場合は、必要に応じて協議会に意見を求めます。 

 

①立ち入り調査 

職員等は必要な限度において、特定空家等判断基準（チェックシート）に基づき調

査を実施します。 

②助言又は指導 

特定空家等の所有者等に対して、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木竹の伐

採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう助言又は指導を

行い、所有者等が自らの意思による改善を促します。 

③勧告 

助言又は指導を行っても、特定空家等の状態が改善されないと認めるときは、相当

な猶予期限を付けて、必要な措置をとるよう勧告します。 

また、勧告を行う場合は、固定資産税等の住宅地特例が適用されなくなることから、

担当部署と協議し、所有者等にその旨を通知します。  

④命令 

勧告を行っても、正当な理由がなく勧告の措置をとらなかった場合は、所有者等に

対して相当な猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命令します。 

なお、命令をする場合においては、空家法第 14条第４項から第８項及び第 11 項か

ら第 13 項の規定に基づき実施します。 

命令を行う対象は、原則として、地域住民や第三者の生命、身体又は財産に危険を

及ぼす可能性があるもので、かつ、その状況が切迫している場合とし、これ以外は市

長が必要と認める場合とします。 

⑤行政代執行 

命令された措置を履行しないとき、履行しても十分でない場合、又は履行しても期

限までに完了する見込みがないときは、履行すべき改善を行政代執行法（昭和 23年

法律第 43号）の定めるところに従い実施します。 

⑥略式代執行 

必要な措置を命ぜられるべき者を確知することができないときは、略式代執行を

行います。 
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（２）特定空家等の判断方式 

空家法に基づき特定空家等に認定するにあたっての判断基準については、国や県が示

す認定に関するガイドラインに準拠しながら、他都市事例等を参考に、本市の実情等を

踏まえ設定します。 

判断方式については大きく以下に示す二つの方法が考えられますが、両方式のメリッ

ト、デメリット等を総合的に勘案し、本市においてはチェック方式を採用します。 

 

■判断基準の方法 

 

①評 点 方 式：判断基準に対し評価点を与え得点結果をもとに特定空家等と

判断する方法 

②チェック方式：判断基準に該当するか否かを確認し、該当する場合（該当数

にもよる）に特定空家等と判断する方式 

■表－県内他都市の判断方式等 

■表－判断方式の比較 

※メリット・デメリットの考え方は、数値基準やチェック内容の具体的な設定により違ってきます。 

区分 Ａ市 Ｂ市 Ｃ市 Ｄ市 

判断方式 評点方式 評点方式 チェック方式 チェック方式 

判 断 審議会で審議・判断 
審議会、専門家等の意

見を踏まえ判断 
審議会で審議・判断 協議会で審議・判断 

項目設定 
・ガイドライン準拠 

・一部他基準を準用 
・ガイドライン準拠 

・ガイドライン準拠 

・独自項目を追加 
・ガイドライン準拠 

段階的判

断の区分 
なし 

・総合計が 100 点以

上の物件に対して

措置を講じる 

三段階に区分 

・助言対象外 

・管理不適切 

・特定空家等 

なし 

※今後の運用の中

で検討 

判断

方式 
評点方式 チェック方式 

主
な
メ
リ
ッ
ト 

・評点ランクにより段階的な認定が
可能であり、破損状況等に応じた
適切な指導や措置が容易 

・一定の数値基準等に基づき判定で
きるため、調査員の主観や見解が
判定に影響しない 

・軽度なものでも該当項目の有無のみで判定するこ
とが可能 

・専門的知識がなくても比較的容易に判断可能 
・判定に要する時間が短い 
・特定空家等の認定が迅速にでき、必要な措置を短 

期間に行うことが可能 
・迅速な措置が、他の空家等の所有者等に対しても、
周知され改善の意思決定の促進に繋がる 

・改善のしやすい軽度なうちから措置を行うことで、
管理不全に陥ることを未然に防ぐことが可能 

・現場の状況等に応じた柔軟な運用が可能 

主
な
デ
メ
リ
ッ
ト 

・著しく景観を損なっている状態や
周辺の生活環境への影響など、定
量的に評価することが困難 

・判定項目について、個々に数値基
準等を設定する必要があり、その
設定検討に時間が必要 

・判定の基準が数値として明確化さ
れるため、状況等に応じた柔軟な
運用がしづらい 

・該当項目の有無のみでは危険度等の程度に関係な
く、特定空家等と判断されてしまう 

・調査員の主観や見解により、判定にバラつきが生 
じる可能性がある 

・多くの空家等が、特定空家等に認定される可能性 
があり、その措置等の対応が適切に行えるかどう
かが懸念 

■判断方式の主な種類 
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（３）特定空家等の判断基準の考え方 

特定空家等と判断するための具体的基準の検討にあたっては、国土交通省が定める「特

定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針 （ガイドライン）

との整合を図ることを基本に、下記に示す事項について、それぞれの調査項目に対する

立ち入り調査等により判断するものとします。 

空家法第２条第２項において「特定空家等」と認められる空家等は次の４つの状態に

あるものと定義されており、各状態にあるか否かを判断する事項をそれぞれ下記のよう

に設定するとともに、各事項に対する調査項目及びその調査概要については、次頁に整

理します。 

なお、本計画において検討した特定空家等の判断に係る基準（空家等立入調査票）等

の詳細については、資料編に掲載します。 

また、判断基準の内容については、上述したとおり国土交通省によるガイドライン等

を基に検討したものであり、今後調査・運用を行う中で、判断基準の見直し検討が必要

な場合は、協議会等に諮りながら適宜見直しを行うことも考えられます。 

 

■特定空家等と認められる 4つの状態と判断事項 

 

1．そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

①建築物が倒壊等するおそれがある事項 

②屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある事項 

 

2．そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

①建築設備等が破損し支障をきたしている 

②不法投棄等で日常生活に影響 

 

3．適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

①既存の景観ルールや周囲の景観との適合調和事項 

 

4．その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

①防犯・防災・防火 

②立木等の繁茂 

③その他（擁壁等） 
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■特定空家等の判断に係る調査項目等 

調査事項・調査項目 調査概要 

1．そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

①建築物が倒壊等するお

それがある事項 

 

⑴建築物の構造体 

ア 基礎の不同沈下 
・不同沈下による床、屋根等の損傷、

沈下 

イ 建物の傾斜 ・１階、２階の傾斜角 

ウ 基礎 
・ひび割れの有無、箇所数 

・基礎の破断又は破壊 

エ 土台、大引、根太等 
・床の傾き、土台のずれ・腐朽、蟻被

害等 

オ 柱・はり ・ひび割れ、たわみ、ねじれ等 

カ 筋かい 

・仕上げ材のクラック、内装ボードの

ずれ 

・筋かい仕口のずれ、筋かいの腐朽・

破損、蟻被害 

②屋根、外壁等が脱落、飛

散等するおそれがある

事項 

 

⑵落下物（屋根） 

⑶落下物（外壁） 

⑷飛散物 

⑸門又は塀 

ア 屋根葺材、庇又は軒 

・屋根葺き材の破損、ずれ、ひび割れ 

・小屋組材の腐朽、破損 

・垂木や裏板の腐食 

・屋根の不陸、棟瓦の落下・破損 等 

イ 外壁（湿式・乾式）、

開口部 

・外壁材の剥離・ひび割れ、下地材の

露出、仕上げ材の脱落 

・窓枠の歪み、窓ガラス等の破損・ひ

び割れ 

ウ 看板、屋外階段、バル

コニー等 

・ルーフバルコニーの防水層の劣化 

・取り付け金具等の腐食 

・材料等の破損・汚損 

・屋外階段、屋上水槽等の傾斜 等 

エ 門又は塀 ・門・塀の傾斜、ひび割れ・ずれ等 

1-①-ア 基礎の不同沈下イメージ 1-①-エ 土台のずれのイメージ 1-②-ア 軒裏板の腐食イメージ 
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2．そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

①建築設備等が破損し支

障をきたしている 
ア 建築設備の破損 

・浄化槽の破損 

・トラップ等の封水切れ 

・漏水や赤水の発生 

②不法投棄等で日常生活

に影響 

ア 不法投棄 

・建物内や敷地内へのゴミの集積によ

る臭気発生 

・ゴミの散乱状態 

イ 動物の棲みつき、虫の

発生 

・ネズミ、ハエ、蚊等の発生 

・野良犬・猫等動物の棲みつきの痕跡 

3．適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

①既存の景観ルールや周

囲の景観との適合調和

事項 

ア 景観ルールの有無と

それらとの整合性 

・景観地区等条例や景観計画・建築協

定等が定められているが適合しない 

・建物や看板等の改変 

・建物や看板等の老朽化 

・窓ガラス等の破損や落書き 

4．その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

①防犯・防災・防火 

ア 出入口の状態や防

犯・防災・防火上の課

題 

・出入口の施錠状態 

・火の使用や盗難などの形跡 

・危険物貯蔵施設の有無 

・ぼやの発生 

②立木等の繁茂 ア 立木等の繁茂 

・近隣の道路等へのはみ出し 

・繁茂状況 

・立木の腐朽、倒壊等 

・庭木、雑草の手入れ 

③その他（擁壁等） ア 擁壁の状況等 
・欠損による土砂の流出 

・ひび割れの状況 

 

2-①-ア 浄化槽の破損イメージ 4-②-ア 立木等の繁茂イメージ 4-③-ア 擁壁の欠損イメージ 
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（４）特定空家等の判定にあたっての考え方 

判断基準に基づき特定空家等に該当するかどうかを判定していくことになりますが、

前述したとおりチェック方式のデメリットとして挙げられる、該当項目の有無のみで、

多くの空家等がすぐさま特定空家等として判定されることを防ぐため、また、空家等が

立地する周辺状況等の違いにより、対応の緊急度等に大きく影響されることを踏まえ、

判定にあたっては、次の二点の考え方を取り入れるものとします。 

■空家等の状態をレベル毎に設定する 

レベル レベルの考え方 

Ⅰ 
・屋根や外壁、設備の状況や衛生上、景観上おおむね問題点がない

か、あっても軽微である状態の空家 

Ⅱ 

・屋根や外壁、設備の状況や衛生上、景観上の問題がレベルⅠより

進行しており、このまま放置すれば、倒壊の恐れや衛生上、景観

上の問題が大きくなり、周辺の生活環境の保全に影響を与える恐

れのある状態の空家 

 

 

Ⅲ 

Ⅲ－1 

・屋根や外壁、設備の状況や衛生上、景観上の問題がレベルⅡ以上

に進行しており、倒壊の恐れや衛生上、景観上の問題があり、周

辺の生活環境の保全に影響を与えている状態の空家 

Ⅲ－2 

・屋根や外壁、設備の状況や衛生上、景観上の問題がレベルⅢ－1 以

上に進行しており、倒壊の恐れや衛生上、景観上著しく問題があ

り、周辺の生活環境に悪影響を与えている状態の空家 

■空家の立地環境等地域特性を考慮する 

   評価項目 

 

地域特性 

⒜隣地境界線 

又は⒝前面道路までの

距離（下図参照） 

⒞前面道路 

の状況 

⒟市街地 

の状況 

地域特性

１ 

周辺に

与える

影響が

小さい 

H ＜ L ・行き止まり道路

など通行量がそ

れほど多くない

道路 

・農村地域な

ど建築物の

立地が疎ら

な地域 

・当該建築物のおおむ

ね２階の階高に相当

する距離を超える 

地域特性

２ 

周辺に

一定の

影響を

与える 

H′＜ L ≦ H ・避難路に指定は

さ れ て い な い

が、公道で不特

定多数の人が通

行する道路 

・比較的敷地

の広い戸建

住宅が立地

する地域 

・当該建築物のおおむ

ね１階の階高から２

階の階高までの距離

以下 

地域特性

３ 

周辺に

与える

影響が

大きい 

L ≦ H′ ・通行量の多い主

要な道路で避難

路にも指定され

ている 

・狭小な敷地

の多い密集

市街地 

・当該建築物のおおむ

ね１階の階高に相当

する距離以下 

 ※上記表は、２階建てを想定しているため、 

平家建ての場合 ⇒ H＝H′ 

  ３階建て以上の場合 ⇒ その都度協議する 

 

 

    

隣地境界線 

隣接地又は 

前面道路 空家 

Ｈ 

Ｈ′ 
Ⅼ 

１階 

２階 

悪 

良 

空
家
等
の
状
態 

大 

小 

周
辺
地
域
へ
の
影
響 

GL 
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（５）特定空家等の判定について 

以上の考え方を総合的に勘案し、以下の区分で判定します。 

本市においては、適正に管理されていないが、特定空家等に至らない空家等を「準特

定空家等」として位置づけ、特定空家等の予備軍として注視しながら、所有者等に対す

る適切な助言・指導等を行っていくものとします。 

さらに、特定空家等の状態の程度や地域の実情によって「特定空家等」と「特定空家

等（重度）」の２区分を行い、効果的・効率的に特定空家等に対する措置等を講じていき

ます。 

なお、基本的にレベルⅢに該当した調査項目があった場合は、特定空家等に該当する

可能性があるものとして、その調査項目の種類や数及び立地環境等の地域特性を総合的

に勘案し特定空家等の判定を行います。 

 

■特定空家等の判定区分 

 

Ⅰ 非 該 当  ：調査の結果レベルⅠ中心で、特定空家等に該当しない空家等 

Ⅱ 準特定空家等 ：調査の結果レベルⅡ中心で、適正に管理されていないが、特定

空家等に至らない空家等 

Ⅲ 特定空家等  ：調査の結果レベルⅢ中心で、適正に管理されておらず、特定空

家等に認定すべき空家等 

 Ⅲ－１ 特定空家等     ：調査の結果レベルⅢ－１中心で、特定空家等と

して適切な措置を講じていく空家等 

 Ⅲ－２ 特定空家等（重度） ：調査の結果レベルⅢ―２が中心で、地域特性等

を加味して優先的な措置が求められる空家等 
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■特定空家等の判定の考え方 

区  分 Ⅰ非該当 

*Ⅱ 

準特定 

空家等 

Ⅲ特定空家等 

*Ⅲ－1 

特定空家等 

に該当する 

おそれあり 

*Ⅲ－2 

特定空家等（重度） 

に該当する 

おそれあり 

認定項目 調査事項調査項目におけるランク・地域特性 

1．そのまま放置

すれば倒壊等

著しく保安上

危険となるお

それのある状

態 

レベルⅠ レベルⅡ 

・レベルⅢ－１ 

及びⅢ－２ 

（ただし、空家

の立地環境等

地域特性を考

慮する。） 

・*⑴のレベルⅢ－２

で、かつ⒜隣地境界

線までの距離が地

域特性２・３の場合 

・*⑵～⑸のレベルⅢ

－２で、⒜隣地境界

線又は⒝前面道路

までの距離が地域

特性３の場合 

 （ただし、⒞前面道

路の状況は地域特

性２又は３とする） 

2．そのまま放置

すれば著しく

衛生上有害と

なるおそれの

ある状態 

・レベルⅢ－２で、か

つ⒟市街地の状況

が地域特性２又は

３の場合 

 （地域住民の日常生

活に支障を及ぼし

ている） 

3．適切な管理が

行われてい

ないことに

より著しく

景観を損な

っている状

態 

・レベルⅢ－２で、か

つ景観法に基づく

景観計画が策定さ

れているなど、景観

に関するルールが

定められている地

域の場合 

4．その他周辺の

生活環境の保

全を図るため

に放置するこ

とが不適切で

ある状態 

・レベルⅢ－２で、か

つ⒟市街地の状況

が地域特性３の場

合 

*Ⅱ    準特定空家等   ：適正に管理されていないが、特定空家等に至らない空家等 

*Ⅲ－1  特定空家等    ：適切な措置等を講じていく特定空家等 

*Ⅲ－2  特定空家等（重度）：優先的な措置等が求められる特定空家等 

*⑴＝建築物の構造体 ⑵＝落下物（屋根） ⑶＝落下物（外壁） ⑷＝飛散物 

⑸＝門又は塀 は、それぞれ空家等調査票の箇所・部位等を示している。 

Ⅲ－2は、⒜隣地境界線までの距離、⒝前面道路までの距離、⒞前面道路の状況、 

(d)市街地の状況の地域特性を考慮する。 
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４－５．空家等相談への対応 

（１）空家等の所有者等への対応 

空家等になる要因は、所有者等としての意識が低い、建物に愛着があり活用や除却の

意思がない、改修や除却の費用がないなど様々であることから、所有者等に対して空家

等の維持管理、活用、除却などの相談を迅速かつ的確に対応するために、専門家団体等

と空家等の適正管理の促進に関する協定を締結し、専門家団体等の相談窓口へ誘導する

体制を整備します。 

（２）市民等への対応 

空家等の相談は多岐にわたることから、庁内の関係部署、協議会、関係団体等と連携・

協議し、対応します。 

空家等の問題は空家等の所有者のみではなく、地域全体の問題でもあることから、地

域住民や関係団体等と連携・協力することにより、空家等の適切な管理や利活用を推進

し、安全で安心に暮らせるまちづくりを目指します。 

また、将来、相続等により、すべての人が空家等の所有者になる可能性があることか

ら、市民等に空家の発生予防、適正管理、有効活用などに関する情報を提供し、空家等

がもたらす問題の理解と解決に向けた啓発活動を行っていきます。 

 

４－６．空家等対策実施体制の検討 

（１）庁内の空家等に関する体制 

本市では、空家等に関する所有者等からの相談、市民等からの相談や苦情などの窓口

を建築指導課に置き、2022（令和4）年度現在、おやま暮らしお試しの家や空き家バンク

事業については、シティプロモーション課を窓口として空家等対策に取り組んでいます。 

また、空家等は、多くの問題が絡み合い複雑になっていることから、市の関係部署が

連携・協力して空家対策を推進していきます。 

（２）関係団体等との連携 

空家等の問題は、地域社会全体にかかわる問題であり、適切な管理がなされていない

空家等は、防災、防犯、環境等に悪影響を及ぼします。 

利用可能な空家等を資源と捉え、所有者や管理者への啓発を行うとともに、中古住宅

としての流通、地域活動拠点等として活用の促進、管理不全な空家等の防止、空家等を

除却した跡地活用の促進など、空家対策を計画的かつ総合的に推進するため、行政機関、

地域住民、民間事業者、大学、専門家団体等と連携して取り組んでいきます。 
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■図－関係団体との連携イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）空家等対策協議会 

空家等対策を推進するにあたり、空家法第7条に基づく「小山市空家等対策協議会設置

条例」を2016（平成28）年12月に制定し、協議会を設置しました。 

協議会は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること。小山市老朽危険

空き家等の適正管理に関する条例（平成26年条例第15号）の実施に関すること。その他

空家等対策の推進に関し必要な事項について協議を行います。 

また、協議会は、専門的かつ多角的な視点から協議を行い、空家等対策を総合的かつ

計画的に実施するため、市長のほか、地域住民、市議会議員、法務・不動産・建築等に

関する学識経験者、関係行政機関の職員、その他市長が必要と認める者の委員により構

成されています。 



  小山市空家等対策計画 

 

 57 

 

４－７．その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

（１）計画内容の見直し 

本計画は、空家等対策の実施に関し、必要な事項を定めていますが、今後、社会情勢

などの変化、法令や国の補助制度等の改正に応じて、空家等対策に見直しを要する場合

は、協議会において、計画内容を協議し変更します。 

また、本計画期間が2026（令和8）年度に終了することから、自治会等の協力を得て空

家等の実態調査の実施、計画期間や計画内容を見直し、総合的かつ計画的な空家等対策

に取り組みます。 

 

（２）他法令との連携 

空家等の対策は、空家法に限らず、建築基準法、消防法、道路法、災害対策基本法、

災害救助法など、それぞれの法律の目的の範囲において、適正に管理されていない空家

等についても、必要な措置等を講じることが可能な場合もあることから、空家等の情報

について、担当部署と情報を共有し、密に連携を図ります。 

 

項 目 法 令 概   要 

建物の管理 

民法 

第717条 

建物が倒れたり、瓦の落下などによって、他人に被害を

及ぼした場合、建物の所有者は損害を賠償しなければなら

ない。 

建築基準法 

第８条 

所有者は、建築物や敷地を常に適法な状態に維持するよ

う努めなければならない。 

建築基準法 

第10条 

建築物が、著しく保安上危険又は衛生上有害となるおそ

れがあると認められるとき、除却等の必要な措置を命じら

れる場合がある。 

失火の防止 失火責任法 
失火に重大な過失があった場合、建物の所有者は賠償す

る責任を負う。 

樹木等の管理 
民法 

第233条 

敷地内の樹木の枝葉などが境界線を越えるときは、その

切除を求められる場合がある。 
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H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 重点 モデル事業

１－１

① 空き家に関するパンフレット作成・配布 ▮ ▮ ▮

② 固定資産税納税通知書への啓発チラシの同封 ▮ ▮ ▮

③ 地域包括支援センターとの連携

１－２

① 専門家団体等との連携協定締結と会議の組織化 ▮ ▮ ▮

② 専門家団体等とのセミナー・相談会の実施

③ 地域への情報の提供と収集・見回りパトロールの実施 〇

１－３

① 木造住宅耐震対策制度の利用促進

２－１

① 固定資産税納税通知書への空き家バンクチラシの同封 ▮ ▮ ▮

② 空き家バンク利用促進補助金

③ 広域的空き家バンクホームページの開設 ▮ ▮ ▮ ▮ ▮ ▮

２－２

① 移住体験施設の整備 〇 〇

② 地域交流施設の整備 ▮ ▮ ▮ 〇 〇

３－１

① 所有者への啓発・注意喚起文書送付

② 空き家相談窓口の設置 ▮ ▮ ▮ 〇

３－２

① 特定空家等判断基準の策定

② 空家法に基づく適切な措置 ▮ ▮ ▮

③ 財産管理人制度の活用 ▮ ▮ ▮ 〇

３－３

① 関係部署との情報提供・情報共有

② 大学等教育機関と連携した空家等データベースの拡充

③ 固定資産税の住宅用地特例の解除 ▮ ▮ ▮ ▮ ▮ ▮

４－１

① 防災広場等の整備 ▮ ▮ ▮ ▮ ▮ ▮ 〇 〇

② 個別・共同建替えの誘導によるまちなか居住の推進

４－２

① 公園・広場の整備 ▮ ▮ ▮ 〇

② 地域交流施設を支援する補助制度の創設 ▮ ▮ ▮ ▮ ▮ ▮

③ 解体補助制度の創設と寄附受け入れ要件の検討

▮ ▮ ▮

継続実施・運用

企画・検討・調査

整備・策定・実施

空き家の多様な利活用の促進

空き家の適正な管理の促進

特定空家等に対する指導・措置

情報の管理と提供

安全・安心な地域づくりの促進

魅力・活力ある地域づくりへの活用

中古住宅としての市場流通促進

小山市空家等対策計画実施計画

取組項目

市民・所有者等への啓発・支援

専門家団体・地域等との連携

住宅の品質確保・長寿命化の促進
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資料－１．空家等対策関連法令 

（１）空家等対策の推進に関する特別措置法 

 
空家等対策の推進に関する特別措置法 

（平成二十六年十一月二十七日法律第百二十七号） 

 

 

（目的）  

第一条  この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護す

るとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に

関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、

以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要

な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共

の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。  

 

（定義）  

第二条  この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住そ

の他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着

する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。  

２  この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われて

いないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために

放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。  

 

（空家等の所有者等の責務）  

第三条  空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響

を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。  

 

（市町村の責務）  

第四条  市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に

関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。  

 

（基本指針）  

第五条  国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

めの基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。  

２  基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項  

二  次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項  

三  その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項  

３  国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あ

らかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。  

４  国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。  

 

（空家等対策計画）  

第六条  市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基

本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を

定めることができる。  

２  空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に
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関する対策に関する基本的な方針  

二  計画期間  

三  空家等の調査に関する事項  

四  所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項  

五  空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に

関する事項  

六  特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項

の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定に

よる代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項  

七  住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項  

八  空家等に関する対策の実施体制に関する事項  

九  その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項  

３  市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。  

４  市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報

の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。  

 

（協議会）  

第七条  市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議

会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。  

２  協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会

の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と

認める者をもって構成する。  

３  前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。  

 

（都道府県による援助）  

第八条  都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの

法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助

言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。  

 

（立入調査等）  

第九条  市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把

握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができ

る。  

２  市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職

員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。  

３  市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に

立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知し

なければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限

りでない。  

４  第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。  

５  第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。  

 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等）  

第十条  市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報で

あって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必

要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利

用することができる。  

２  都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののう

ち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的

で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについ
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て、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度に

おいて、速やかに当該情報の提供を行うものとする。  

３  前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係

する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提

供を求めることができる。  

 

（空家等に関するデータベースの整備等）  

第十一条  市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃

貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に

管理されているものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベ

ースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努め

るものとする。  

 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）  

第十二条  市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。  

 

（空家等及び空家等の跡地の活用等）  

第十三条  市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が

販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他

これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。  

 

（特定空家等に対する措置）  

第十四条  市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒

壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状

態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言

又は指導をすることができる。  

２  市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限

を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置

をとることを勧告することができる。  

３  市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置

をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予

期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。  

４  市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じ

ようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出

期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及

び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。  

５  前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、

意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。  

６  市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置

を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければ

ならない。  

７  市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって

命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定

する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。  

８  第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠

を提出することができる。  

９  市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられ

た者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限ま

でに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定める

ところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができ
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る。  

１０  第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置

を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指

導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続に

より命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その

措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合

においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行

わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあ

らかじめ公告しなければならない。  

１１  市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交

通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。  

１２  前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。こ

の場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはな

らない。  

１３  第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第

十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。  

１４  国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図る

ために必要な指針を定めることができる。  

１５  前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省

令・総務省令で定める。  

 

（財政上の措置及び税制上の措置等）  

第十五条  国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適

切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地

方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。  

２  国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく

空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置

を講ずるものとする。  

 

（過料）  

第十六条  第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料

に処する。  

２  第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過

料に処する。  

 

   附 則  

 

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日

から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  

（検討） 

２  政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要

の措置を講ずるものとする。  
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（２）「特定空家等に関する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン） 

～第２章 「特定空家等に対する措置」を講ずるに際して参考となる事項 

（１）「特定空家等」の判断の参考となる基準[別紙1～4抜粋]～ 
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（３）小山市老朽危険空き家等の適正管理に関する条例 
 

小山市老朽危険空き家等の適正管理に関する条例 

平成26年6月30日 

条例第15号 

(目的) 

第1条 この条例は、老朽化した空き家等の適正な管理について、所有者等の責務を明らかにす

るとともに、空き家等を起因とする事故、犯罪等を未然に防止し、市民の生命や財産を保護

し、及び良好な生活環境を確保することにより、安全で安心なまちづくりの推進に寄与する

ことを目的とする。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 空き家等 市内に所在する建築基準法(昭和25年法律第201号)第2条第1号に規定する建築

物(工作物を含む。)であって現に人が使用していない状態にあるものをいう。 

(2) 所有者等 空き家等の所有者、相続人、その他の空き家等を管理すべき者をいう。 

(3) 市民等 市内に居住し、通勤若しくは通学をし、滞在し、又は市内を通過する者をいう。 

(4) 管理不全な状態 空き家等が次のいずれかに該当し、市民生活に悪影響を及ぼすおそれが

ある状態をいう。 

ア 空き家等の外壁、屋根その他の建築材の一部が剥落又は破損している状態 

イ 空き家等の窓又は扉が破損し、不特定者の侵入が可能な状態 

ウ その他市民生活に悪影響を及ぼすことが明らかであると市長が認める状態 

(5) 危険な状態 空き家等が次のいずれかに該当し、管理不全な状態の悪化が認められ、市民

等の生命、身体又は財産に被害を及ぼすおそれがある状態をいう。 

ア 老朽化その他の事由により、空き家等が倒壊するおそれがある状態 

イ 風雨、地震等の自然災害により、空き家等に用いられた建築材が飛散又は崩落するおそれ

がある状態 

ウ その他市民等の生命、身体又は財産に被害が及ぶことが明らかであると市長が認める状

態 

(基本理念) 

第3条 空き家等の適正な管理は、管理不全な状態又は危険な状態(以下「管理不全な状態等」と

いう。)の空き家等が、市民等の安全で安心な生活環境を阻害する重大な問題であることを市、

所有者等及び市民等が認識し、安全で安心な地域社会を実現するため、協働して取り組むこ

とを基本としなければならない。 

(市の責務) 

第4条 市は、次に掲げる事項について必要な施策を講じなければならない。 

(1) 空き家等の適正な管理に関する知識の普及及び意識の啓発に関すること。 

(2) 管理不全な状態等となった空き家等に対する改善又は解消を図るための必要な措置に関す

ること。 

2 市は、空き家等の適正管理に関する所有者等又は市民等の取組に協力し、必要な支援に努め

るものとする。 

(所有者等の責務) 

第5条 所有者等は、空き家等が管理不全な状態等にならないよう、自らの責任及び負担におい

て常に適正にこれを維持管理しなければならない。 

2 所有者等は、空き家等の適正管理に関する市の施策又は市民等の取組に協力しなければなら

ない。 

(市民等の役割) 

第6条 市民等は、空き家等の適正管理に必要な取組の実施に努めるものとする。 

2 市民等は、管理不全な状態等である空き家等があると認めるときは、速やかに市にその情報

を提供するよう努めるものとする。 

(民事による解決との関係) 

第7条 この条例は、管理不全な状態等にある空き家等の所有者等と当該空き家等の管理不全な

状態であることにより被害を受けている者又は被害を受けるおそれがある者との間で、民事
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による解決を図ることを妨げるものではない。 

(調査等) 

第8条 市長は、管理不全な状態等にある空き家等を発見し、又は第6条の規定による情報提供を

受けたときは、当該空き家等の状態及び所有者等について必要な調査をすることができる。 

2 市長は、この条例の施行に必要な限度において、所有者等若しくは市民等に対し報告を求め、

又はその職員に空き家等の状態及び所有者等の調査のために管理不全な状態等にある空き家

等に立ち入らせ、当該空き家等の状態及び所有者等を調査させ、若しくは関係者に質問させ

ることができる。 

3 前項の規定により立入調査又は質問をする職員は、その身分を証明する書類を携帯し、関係

者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

4 前2項の規定による立入調査又は質問の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 

(助言又は指導) 

第9条 市長は、前条の規定による調査により空き家等が管理不全な状態等であると認めるとき

は、当該空き家等の所有者等に対し、その適正な管理又は利活用を行うための必要な措置に

ついて、助言又は指導(以下「指導等」という。)をするものとする。 

(勧告) 

第10条 市長は、前条の規定による指導等を受けた所有者等が当該指導等に係る措置を講じな

いときは、当該指導等を受けた所有者等に対し、期限を定めて、必要な措置を講ずるよう勧

告することができる。 

(命令) 

第11条 市長は、前条の規定による勧告を受けた所有者等が、正当な理由なく当該勧告に係る措

置を講じないときは、当該勧告を受けた所有者等対し、期限を定めて、必要な措置を講ずる

よう命ずることができる。 

2 市長は、前項の規定により命令しようとするときは、あらかじめ当該命令に係る所有者等に、

意見を述べる機会を与えなければならない。 

(応急代行措置) 

第12条 市長は、空き家等が危険な状態にあり、かつ、第9条から前条までの規定により指導等、

勧告又は命令を受けた所有者等から自ら必要な措置を講ずることができないとの申出があっ

たときは、危険な状態を応急的に解消するために必要な最低限度の措置(以下「応急代行措置」

という。)を、当該申出をした所有者等に代わって講ずることができる。 

2 市長は、前項に規定する応急代行措置を講ずるときは、当該応急代行措置の内容及び費用に

ついて、事前に当該申出をした所有者等の同意を得なければならない。 

3 市長は、第1項の措置を講じたときは、当該申出をした所有者等から当該措置に要した費用を

徴収するものとする。 

(公表) 

第13条 市長は、第11条の規定による命令を受けた所有者等が、正当な理由なく当該命令に係る

措置を講じないときは、次に掲げる事項を公表するとともに、当該事項を記載した標識を当

該空き家等の敷地に設置することができる。 

(1) 当該命令に従わない所有者等の住所及び氏名(法人にあっては、主たる事務所の所在地、名

称及び代表者の氏名) 

(2) 当該命令に係る建物等の所在地 

(3) 当該命令の内容 

(4) その他市長が必要と認める事項 

2 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ当該公表に係る所有者等に、

意見を述べる機会を与えなければならない。 

(代執行) 

第14条 市長は、第11条の規定による命令を受けた所有者等が、当該命令に係る措置を講じない

とき、講じても十分でないとき、又は講じても当該命令に係る期限までに完了する見込みが

ない場合で、他の手段で当該命令に係る措置の履行を確保することが困難であり、かつ、そ

の不履行を放置することが著しく公益に反すると認めるときは、行政代執行法(昭和23年法律

第43号)の定めるところにより、自ら履行に必要な措置を講じ、又は第三者にこれを講ぜさせ

ることができる。 
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2 市長は、前項の措置を講じたときは、当該措置に要した費用を当該空き家等の所有者等から

徴収するものとする。 

(緊急安全措置) 

第15条 市長は、空き家等が危険な状態にあり、かつ、公益的観点から危険を解消するためにや

むを得ないと認めた場合で、所有者等に対し命令を行う時間的余裕がなく、かつ、応急の措

置を講じる必要が生じたと認めたときに限り、当該空き家等の危険な状態を緊急に解消する

ために必要な最低限度の措置(以下「緊急安全措置」という。)を自ら講ずることができる。 

2 市長は、前項の措置を講じたときは、当該緊急安全措置に要した費用を当該空き家等の所有

者等から徴収するものとする。 

(関係行政機関等との連携) 

第16条 市長は、この条例の目的を達成するために必要があると認めるときは、市内を管轄する

警察署その他関係機関に対し、必要な措置を講ずるよう要請することができる。 

(関係法令との連携) 

第17条 市長は、この条例の目的を達成するために必要があると認めるときは、当該目的の範囲

内において関係法令を適用し、必要な措置を講じることができる。 

(委任) 

第18条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成26年10月1日から施行する。 

附 則(平成28年12月28日条例第39号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。
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（４）小山市老朽危険空き家等の適正管理に関する条例施行規則 
 

小山市老朽危険空き家等の適正管理に関する条例施行規則 

平成26年6月30日 

規則第21号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、小山市老朽危険空き家等の適正管理に関する条例(平成26年条例第15号。

以下「条例」という。)の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この規則における用語の意義は、条例において使用する用語の例による。 

(認定) 

第3条 条例第2条第5号の規定による危険な状態にある空き家等の認定は、老朽空き家等建築物

の不良度判定基準により判定を行うものとする。 

2 市長は、前項の判定により危険な状態にある空き家等として認定したときは、小山市老朽危

険空き家等認定リストに掲載するものとする。 

(情報提供) 

第4条 条例第6条第2項の規定による情報の提供は、管理不全な状態又は危険な状態である空き

家等に関する情報提供書を市長に提出する方法によるほか、口頭その他適宜の方法により行

うことができるものとする。 

(立入調査) 

第5条 市長は、条例第8条第2項の規定による立入調査(以下「立入調査」という。)を行うとき

は、あらかじめ空き家等の所有者等に対して立入調査実施通知書により通知し、立入調査の

趣旨及び内容を十分説明してから行うものとする。 

2 市長は、空き家等の所有者等を確知することができないとき、又は所在が判明しないときは、

前項の規定による通知に代えて、立入調査を行う旨を、立入調査を行おうとする日の7日前

までに告示することにより、立入調査を行うことができるものとする。 

3 前2項の規定による調査の結果は、空き家等の所有者等に対して老朽危険空き家等の適正管

理に関する調査結果通知書により通知するものとする。 

4 条例第8条第3項に規定する身分を証明する書類は、立入調査員証によるものとする。 

(助言又は指導) 

第6条 市長は、条例第9条の規定による助言又は指導をするときは、老朽危険空き家等の適正

管理に関する助言・指導書により行うものとする。 

(勧告) 

第7条 市長は、条例第10条の規定による勧告をするときは、老朽危険空き家等の適正管理に関

する勧告書により行うものとする。 

(命令) 

第8条 市長は、条例第11条の規定による命令をするときは、老朽危険空き家等の適正管理に関

する命令書により行うものとする。 

2 市長は、条例第11条の規定による命令をしようとするときは、あらかじめ当該命令に係る空

き家等の所有者等に対して弁明の機会を付与するものとし、命令に対する弁明の機会の付与

通知書により通知するものとする。 

3 前項の規定による通知を受けて弁明をしようとする者は、当該通知を受けた日から起算して

14日以内に、老朽危険空き家等の適正管理に関する命令に対する弁明書を市長に提出するも

のとする。 

(応急代行措置) 

第9条 条例第12条第1項の規定による申出は、老朽危険空き家等の適正管理に関する応急代行

措置依頼申出書を提出することにより行うものとする。 

2 市長は、前項の規定による申出があった場合において、条例第12条第1項に規定する応急代

行措置を実施しようとするときは、当該申出をした者に対し、老朽危険空き家等の適正管理

に関する応急代行措置依頼申出受理書により応急代行措置の提案を添えて通知するものと

する。 

3 条例第12条第2項の同意は、当該所有者等から老朽危険空き家等の適正管理に関する応急代

行措置の同意書を提出させることにより得るものとする。 
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(公表) 

第10条 市長は、条例第13条の規定による公表をするときは、公表通知書により行うものとする。 

2 条例第13条の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。 

(1) 小山市公告式条例(昭和39年小山市条例第6号)第2条第2項に規定する掲示場へ掲示 

(2) 市ホームページへの掲載 

(3) その他市長が必要と認める方法 

3 市長は、条例第13条の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ当該公表に係る空

き家等の所有者等に対して弁明の機会を付与するものとし、公表に対する弁明の機会の付与

通知書により通知するものとする。 

4 前項の規定による通知を受けて弁明をしようとする者は、当該通知を受けた日から起算して

14日以内に、老朽危険空き家等の適正管理に関する公表に対する弁明書を市長に提出するも

のとする。 

(代執行) 

第11条 市長は、条例第14条の規定による代執行を行うときは、所有者等に対して戒告書を送付

し、所定の期限までにその義務を履行しない所有者等に対し、代執行令書により通知して行

うものとする。 

2 前項の規定により行う代執行の執行責任者は、本人であることを示す証票として、行政代執

行責任者証を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

(緊急安全措置) 

第12条 市長は、条例第15条の規定による緊急安全措置を実施しようとするときは、当該空き家

等の所有者等に対し、緊急安全措置実施通知書により通知するものとする。 

2 当該空き家等の所有者等が確認できないときは、当該緊急安全措置の内容を公表するものと

する。 

3 市長は、緊急安全措置に係る費用を徴収するときは、老朽危険空き家等の適正管理に関する

緊急安全措置費用請求書により請求するものとする。 

(費用の徴収) 

第13条 市長は、条例第12条第3項、第14条第2項及び第15条第2項に規定する費用を所有者等か

ら徴収するときは、執行後14日以内に納入通知書により措置に要した費用の額及び納期日を

当該所有者等に通知するものとする。 

2 前項の納期日は、納入通知書の発行の日から30日とする。 

3 市長は、措置に要した費用が納期日までに納入されないときは、納期日後20日以内に処理費

用督促状により督促するものとする。 

(様式) 

第14条 この規則に規定する通知書等の様式は、別に定める。 

(補則) 

第15条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成26年10月1日から施行する。 

附 則(平成28年12月28日規則第61号) 

この規則は、小山市空家等対策協議会条例(平成28年条例第39号)の施行の日から施行する。 
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（５）小山市空き家バンク実施要綱 
 

小山市空き家バンク実施要綱 

平成26年9月29日 

規程第44号 

(趣旨) 
第1条 この要綱は、市内に存する空き家等の有効活用を通して、本市への移住又は住替えを支援

することにより、定住を促進し人口減少対策等に資するものとして実施する小山市空き家バン
ク制度(以下「空き家バンク」という。)について、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 
第2条 この要綱における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 
(1) 空き家等 個人の居住を目的として建築され、現に居住していない(居住しなくなる予定の

場合を含む。)市内に所在する建物及びその敷地をいう。ただし、賃貸、分譲等を目的とするも
のを除く。 

(2) 空き家バンク 空き家等の売却又は賃貸を希望する所有者等からの申込みを受けて登録し
た当該空き家等に関する情報を、利用希望者に対し提供する制度をいう。 

(3) 所有者等 空き家等に係る所有権その他の権利により当該空き家等の売却又は賃貸を行う
ことができる者をいう。 

(4) 利用希望者 定住又は定期的な滞在を目的として、小山市空き家バンク登録台帳(以下「空
き家台帳」という。)に登録された空き家等(以下「登録物件」という。)の利用を希望する者を
いう。 

(5) 媒介業者 市が空き家バンクの実施について協定を締結する団体(以下「協定団体」という。)
の会員のうち空き家バンクへの協力を申し出た業者で、空き家等に関し、所有者等と利用希望
者との売買契約又は賃貸借契約の代理又は仲介を行うことができるものをいう。 

(適用上の注意) 
第3条 この要綱は、空き家バンク以外の制度による空き家等の取引を妨げるものではない。 
2 暴力団員による不当な行為等の防止に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号に規定する

暴力団若しくは同条第6号に規定する暴力団員に該当する者又はこれらと密接な関係を有して
いる者と認められるものは、空き家バンクを利用することができない。 

(空き家等の登録申込み等) 
第4条 空き家バンクへ空き家等に関する情報の登録をしようとする所有者等(以下「登録希望者」

という。)は、小山市空き家バンク登録申込書及び同意書を市長に提出するものとする。 
2 市長は、前項の規定による登録の申込みがあったときは、その内容を審査し、適当であると認

めたときは、空き家台帳に登録するものとする。ただし、当該空き家等が次の各号のいずれか
に該当するときは、この限りでない。 

(1) 老朽化が著しいもの又は大規模な修繕が必要なもの 
(2) その他市長が空き家台帳への登録が適当でないと認めるもの 
3 市長は、前項の規定による登録をしたときは、その旨を当該登録の申込みを行った登録希望者

に通知するものとする。 
4 市長は、第2項の規定による登録をしていない空き家等で、空き家バンクによることが適当と

認めるものは、当該所有者等に対して空き家バンクによる登録を勧めることができる。 
(空き家台帳の登録事項の変更の届出) 
第5条 前条第3項の規定による通知を受けた登録希望者(以下「物件登録者」という。)は、当該

登録事項に変更があったときは、小山市空き家バンク登録変更届出書により、速やかに市長に
届け出なければならない。 

(空き家台帳の登録の抹消) 
第6条 市長は、登録物件が次の各号のいずれかに該当するときは、当該空き家台帳の登録を抹消

するとともに、その旨を当該物件登録者に通知するものとする。 
(1) 小山市空き家バンク登録抹消届出書の提出があったとき。 
(2) 登録物件に係る所有権その他の権利に移動があったとき。 
(3) 空き家台帳に登録した日から2年を経過したとき(登録の更新があった場合を除く。)。 
(4) その他市長が空き家台帳に登録されていることが適当でないと認めたとき。 
(空き家等の情報の公開) 
第7条 市長は、登録物件に関する情報について、市のホームページへの掲載、閲覧その他の方法

により公表するものとする。ただし、物件登録者が公表を希望しない事項については、この限
りでない。 

(空き家等の利用登録等) 
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第8条 利用希望者は、登録物件の情報提供を受けようとするときは、小山市空き家バンク利用登
録申込書及び誓約書を市長に提出するものとする。 

2 市長は、前項の規定による登録の申込みがあったときは、その内容を審査し、次の各号のいず
れかに該当する者であると認めたときは、小山市空き家バンク利用者台帳(以下「利用者台帳」
という。)に登録するとともに、その旨を当該登録の申込みを行った利用希望者に通知するも
のとする。 

(1) 空き家等に定住し、又は定期的に滞在して、地域住民と協調して生活できる者 
(2) その他市長が利用者台帳への登録が適当と認めた者 
(利用者台帳の登録事項の変更の届出) 
第9条 前条第2項の規定による通知を受けた利用希望者(以下「利用登録者」という。)は、当該

登録事項に変更があったときは、小山市空き家バンク利用登録変更届出書により、速やかに市
長に届け出なければならない。 

(利用者台帳の登録の抹消) 
第10条 市長は、利用登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用者台帳の登録を抹消

するとともに、その旨を当該利用登録者に通知するものとする。 
(1) 小山市空き家バンク利用登録抹消届出書の提出があったとき。 
(2) 第8条第2項各号に規定する要件に該当しないこととなったとき。 
(3) 空き家等を利用することにより、公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると

認められたとき。 
(4) 登録内容に虚偽があったとき。 
(5) 利用者台帳に登録した日から2年を経過したとき(登録の更新があったときを除く。)。 
(6) その他市長が利用者台帳に登録されていることが適当でないと認めたとき。 
(情報の提供) 
第11条 市長は、必要に応じ、利用登録者に対し、空き家台帳に記載された有用な情報を提供す

るものとする。 
(交渉の申込み及び通知等) 
第12条 利用登録者は、交渉の申込みを希望する登録物件があったときは、小山市空き家バンク

物件交渉申込書により、市長に申し込むものとする。 
2 市長は、前項の規定による申込みがあったときは、当該希望物件の物件登録者及び媒介業者に

その旨を通知するものとする。 
3 前項の規定による通知を受けた物件登録者又は媒介業者は、遅滞なく当該利用登録者との交渉

を開始するとともに、市長にその内容を報告するものとする。 
(物件登録者と利用登録者の交渉等) 
第13条 市長は、物件登録者と利用登録者との空き家等に関する交渉、売買及び賃貸借等の契約

については、直接これに関与しないものとする。 
2 物件登録者及び利用登録者は、協定団体に対し、契約交渉の媒介を依頼することができる。 
(個人情報の取扱い) 
第14条 物件登録者及び利用登録者並びに空き家台帳又は利用者台帳の登録情報を利用する者は、

次に掲げる事項を遵守しなければならない。 
(1) 空き家台帳及び利用者台帳から知り得た個人情報(以下「個人情報」という。)をみだりに他

に漏らし、又は不当な目的のために取得、収集、作成及び利用をしないこと。 
(2) 個人情報を市長の承諾なくして複写し、又は複製しないこと。 
(3) 個人情報をき損し、又は滅失することのないよう適正に管理すること。 
(4) 保有する必要がなくなった個人情報を適切に破棄すること。 
(5) 個人情報の漏えい、き損、滅失等の事案が発生した場合は、速やかに市長に報告し、その指

示に従うこと。 
(様式) 
第15条 この要綱に規定する小山市空き家バンク登録申込書等の様式は、別に定める。 
(補則) 
第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
附 則 
この要綱は、平成26年10月1日から施行する。 
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（６）小山市空き家バンクリフォーム補助金交付金要綱 
 

小山市空き家バンクリフォーム補助金交付要綱 

平成27年9月29日 

規程第45号 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、小山市空き家バンク実施要綱(平成26年規程第44号。以下「実施要綱」とい

う。)に定める空き家バンクの利用促進を図るため、空き家バンクに登録された空き家のリフ

ォーム工事又は家財処分を行う者に対し、予算の範囲内で小山市空き家バンクリフォーム補

助金(以下「補助金」という。)を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この要綱における用語の意義は、実施要綱の例による。 

(交付対象者) 

第3条 補助金の交付対象となる者(以下「交付対象者」という。)は、次の各号のいずれにも該

当する者とする。 

(1) 物件登録者又は利用登録者 

(2) 登録物件(実施要綱第4条第2項の規定により空き家台帳に登録された空き家をいう。以下

同じ。)の所有者等の3親等内の親族でない者 

(3) 市税を滞納していない者 

(補助対象経費) 

第4条 補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、次の各号に掲げる

区分に応じ、当該各号に定める経費とする。 

(1) リフォーム工事 登録物件の工事に係る経費で、次に掲げるいずれにも該当するもの 

ア 居住部分の安全性、居住性、機能性等の維持又は向上のために行う修繕、改修、間取りの

変更、補強等に係る工事に要する経費であること。 

イ 経費(消費税及び地方消費税の額を含む。以下同じ。)の総額が、20万円以上であること。 

ウ 市内に事務所若しくは事業所を有する法人又は市内に住所を有する個人事業者による工

事の経費であること。 

(2) 家財処分 登録物件に残存する家財処分に係る経費で、次に掲げるいずれにも該当するも

の。ただし、特定家庭用機器再商品化法(平成10年法律第97号)に基づく特定家庭用機器廃棄

物の処理に要する料金を除く。 

ア 居住部分において、使用されず残置された状態の電化製品、家具その他の家財道具の処分

に要する経費であること。 

イ 経費の総額が、5万円以上であること。 

ウ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号)第7条に規定する一般廃棄物

処理業の許可を受けている市内に事務所若しくは事業所を有する法人又は市内に住所を有

する個人事業者による処分の経費であること。 

2 前項の規定にかかわらず、他の法令等の規定に基づき補助を受けている場合は、当該補助を

受けた額を補助対象経費から控除する。 

(補助金の額) 

第5条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。この場合に

おいて、補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

(1) リフォーム工事 補助対象経費に2分の1を乗じて得た額又は30万円のうちいずれか少ない

額 

(2) 家財処分 補助対象経費に2分の1を乗じて得た額又は10万円のうちいずれか少ない額 

2 補助金の交付は、同一の登録物件又は同一人に対し、前項の各号に掲げる区分に応じそれぞ

れ1回限りとする。 

(交付の申請期間) 

第6条 補助金の交付申請を行うことができる期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める期間とする。 

(1) リフォーム工事 売買契約日又は初めの賃貸借契約日から起算して2年を経過する日まで

の期間 

(2) 家財処分 次に掲げる期間 
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ア 登録物件が空き家バンクに初めて登録された日から起算して2年を経過する日までの期

間(物件登録者に限る。) 

イ 売買契約日又は初めの賃貸借契約日から起算して2年を経過する日までの期間(利用登録

者に限る。) 

(交付の申請) 

第7条 補助金の交付を受けようとする交付対象者(以下「申請者」という。)は、小山市空き家

バンクリフォーム補助金交付申請書(別記様式第1号)及び誓約書(別記様式第2号)に、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める書類を添えて市長に申請しなければならない。 

(1) リフォーム工事 次に掲げる書類 

ア 工事に係る経費の明細書及び見積書の写し 

イ 工事を行う空き家の外観及び施工予定箇所の写真 

ウ 売買契約書又は賃貸契約書の写し 

エ 工事に係る所有者等の同意が得られたことを証する書類 

オ その他市長が必要と認める書類 

(2) 家財処分 次に掲げる書類 

ア 撤去及び処分に係る経費の明細書及び見積書の写し 

イ 撤去及び処分を要する居住部分の室内の写真 

ウ 売買契約書又は賃貸契約書の写し(利用登録者に限る。) 

エ 処分に係る所有者等の同意が得られたことを証する書類 

オ その他市長が必要と認める書類 

2 前項の申請は、リフォーム工事又は家財処分(以下「工事等」という。)を実施する前にしな

ければならない。 

(交付の決定) 

第8条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付の可

否及び交付予定額を決定するものとする。 

2 市長は、前項に規定する補助金の交付の可否の決定に当たり、第3条第3号に掲げる交付対象

者としての要件に関する審査を行うため、申請者の同意の上、市税の納付状況についての調

査を行うことができる。 

3 市長は、第1項の規定により補助金の交付の可否及び交付予定額を決定したときは、小山市空

き家バンクリフォーム補助金交付決定通知書(別記様式第3号)又は小山市空き家バンクリフ

ォーム補助金不交付決定通知書(別記様式第4号)により、その旨を当該申請者に通知するもの

とする。 

(変更申請等) 

第9条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた申請者(以下「交付決定者」という。)は、

第8条の申請内容を変更し、又は中止しようとするときは、速やかに小山市空き家バンクリフ

ォーム補助金交付変更申請書(別記様式第5号)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、

小山市空き家バンクリフォーム補助金交付変更決定通知書(別記様式第6号)により、当該交付

決定者に通知するものとする。 

(実績報告) 

第10条 交付決定者は、工事等が完了したときは、速やかに小山市空き家バンクリフォーム補助

金実績報告書(別記様式第7号)に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 工事等に係る経費の領収書の写し 

(2) 工事等を行った箇所の完了後の写真 

(3) その他市長が必要と認める書類 

(補助金の確定) 

第11条 市長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、小山市空き家バンクリフォーム補助金交付額確定通知

書(別記様式第8号)により、当該交付決定者に通知するものとする。 

(補助金の請求) 

第12条 前条の規定による通知を受けた交付決定者は、速やかに小山市空き家バンクリフォー

ム補助金交付請求書(別記様式第9号)を市長に提出しなければならない。 

(補助金の交付) 
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第13条 市長は、前条の規定により補助金の交付の請求があったときは当該交付決定者に対し、

補助金を交付するものとする。 

(交付決定の取消し) 

第14条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、補助金の交付決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 自らの責めに帰すべき事情により工事等を中止したとき。 

(2) 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたとき。 

(3) 法令若しくはこの規則に違反したとき、又は市長の指示に従わないとき。 

(4) 交付決定者が、正当な理由なく次のいずれかに該当したとき。 

ア 物件登録者が、補助金の交付を受けた日から起算して5年以内に登録物件を取り壊し、又は

空き家台帳の登録を抹消されたとき。 

イ 利用登録者が、補助金の交付を受けた日から起算して5年以内に転居又は転出したとき。 

(補助金の返還) 

第15条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合におい

て、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その全部又は一部の返還を命ずる

ものとする。ただし、市長がやむを得ない事情があると認めるときは、この限りでない。 

(補則) 

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。
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（７）小山市転入勤労者等住宅取得支援補助金（パンフレット） 
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資料－２．上位関連計画 

（１）第８次小山市総合計画 

■策定年月 令和３年３月 

■計画の目的 

少子高齢・人口減少への更なる対応に加えて、近年多発する自然災害や、社会生活・経済活

動に大きな影響を与える感染症に対する市民の安全・安心への意識の高まりなど、多様化する

市民ニーズを的確に捉えるとともに、「Society5.0」、「国土強靭化計画」、「新しい生活様式の

定着」等の新たな視点を踏まえながら、「SDGｓ（持続可能な開発目標）」との一体化に取り

組み、社会経済情勢の変化に対応した持続可能なまちづくりを進めるための指針として策定

しています。 

■将来都市像 

「ひと」「まち」「くらし」がいきいき 未来へつながる おやま 

■基本方針と個別施策 

基本計画編において住宅についての基本方針等を次のように示しています。 

●基本方針（概要） 

・住宅の機能性向上／人と環境にやさしい住まいづくりの推進／セーフティネットの確保及

び居住水準の向上による良質な住宅ストックの形成／定住人口を増加させ中心市街地の活

性化を図るための街なか居住の推進／空き家の有効活用を図ることによる市外からの移住

の促進／広報・普及啓発活動と各種支援制度の構築 

●個別施策 

１．安全・安心で良質な住宅ストックの形成／２．定住人口増を目指した住宅・住環境づくり 

■国土強靭化地域計画 

「小山市総合計画」と一体的に策定された「小山市国土強靭化地域計画」において、推

進施策として「老朽危険空き家等対策」を掲げています。 

〇小山市国土強靭化地域計画（推進施策）老朽危険空き家等対策 

 ・災害時の倒壊等被害防止のため、「小山市空家等対策計画」を基に、市内の老朽危険空 

き家等の所有者に対する助言・指導、勧告、命令、行政代執行等の措置を適切に実施して 

いく。 

・空き家等を放置することなく、その活用可能性についても検討していくことが重要と考 

え、空き家バンク制度の活用を進めていく。 
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（２）小山市住生活基本計画 

 

■策定年月 平成２８年３月 

■計画の目的 

本市の住宅・住環境の現状や特性に応じた、効果的な各種住宅施策を位置づける新たな「小

山市住生活基本計画」を策定し、市民がいつまでも安全・安心に、快適・便利に住みやすく住

み続けたいと思う、より良い住宅・住環境の実現を目指すことを目的としています。 

■計画の期間 

平成 28 年度（2016）から平成 37 年度（2025）までの 10 カ年 

■計画の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●基本目標 

１．安全・安心に暮らせる良質な住宅づくり 

２．住宅困窮者が安定して暮らせる住宅づくり 

３．多様なニーズに対応した住宅づくり 

４．住宅・住環境づくりに向けての連携とＰＲ 

 



  資料編 

 

 83 

 

（３）小山市空家等実態調査 

 

■実施年月 令和３年９月 

■調査の目的 

小山市空家等対策計画を改定し計画期間を延長するにあたり、市内に存する空家等の現況

をより正確に把握するため実施。 

■現地調査の結果 

【空き家判定区分と比率】（単位：件） 

区分 件数 比率 

A 100 8.9% 

B 624 55.7% 

C 301 26.9% 

D 95 8.5% 

計 1,120 100.0% 

【判定の内容について】注）管理物件であっても管理状態の悪い空き家は，ＣまたはＤ判定となる。 

上記判定は，A～E としその内容は以下の通り。 

A 判定・・・売り貸しの看板等（賃貸物件、売り物件，テナント募集等）があるもの（管理物件）。 

B 判定・・・空き家ではあるが，周辺環境を害するものではない。 

C 判定・・・外壁や屋根，窓・玄関に腐朽破損が認められるが，建物等が崩壊・飛散した場合，影響範囲が建物敷地内

までのもの。 

D 判定・・・外壁や屋根，窓・玄関に腐朽破損が認められ，建物等が崩壊・飛散した場合，近隣住民等 

への影響が著しいもの。 

E 判定・・・D区分に該当する状態で，危険な状態の進行度及び周囲への影響度を考慮し，指導等を行う時間的余裕が

ない状態であるもの。（本調査では評価しない） 

【地区別空き家

率】 

 

 

 

   地区 世帯数 建物戸数 
空き家

の戸数 

 
空き家

率 
内）活用可能と

思われるもの 

1 小山 25,263 14,210 267 160 1.9％ 

2 大谷 18,726 12,267 171 85 1.4％ 

3 間々田 11,660 10,412 273 154 2.6％ 

4 生井 625 810 21 5 2.6％ 

5 寒川 461 627 22 9 3.5％ 

6 豊田 2,620 2,650 70 38 2.6％ 

7 中 801 945 21 13 2.2％ 

8 穂積 1,901 1,384 36 22 2.6％ 

9 桑 7,898 6,933 165 79 2.4％ 

10 絹 1,487 1,930 74 27 3.8％ 

  合計 71,442 52,168 1,120 592 2.1％ 

■空家等の解消への取り組み提案 

「空家等対策計画」に反映させるべき基本方針とその取り組み案を以下の様に提案しています。 

【基本方針１ 空家等の発生・増加を抑制する】 
⇒ 単身老年所有者に対する地域ネットワークとの連携 
⇒ 管理・活用等を含めた総合的な相談窓口の設置 

【基本方針２ 空家等の管理不全の解消を促進する】 
⇒ 所有者等による適正管理の促進 

【基本方針３ 空家等及び除却した空家等の有効活用を促進する】 
⇒ 市場流通の促進   ⇒ まちづくりを条件とした補助制度の構築 

A.100戸

8.9%

B.624戸

55.7%

C.301戸

26.9%

D.95戸

8.5%
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（４）第２次小山市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 

■策定年月 令和２年３月 

■計画の目的 

国・県の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」と連動し、人口の減少に歯止めをかけるとと

もに、東京圏への過度の人口集中を是正し、将来にわたって活力ある社会を維持するため、令

和 2 年度から令和６年度までの 5 年間を計画期間として、本市のまち･ひと･しごと創生に関

する施策について、本市の実情に応じて定める基本的な計画です。  

■基本理念・基本目標 

○基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○基本目標： 

 

 

 

 

 

■住宅政策に係る主な取組・具体的事業 

○転入促進のための経済的支援【基本目標２】 

・転入勤労者等住宅取得支援補助金 

○良好な宅地の供給【基本目標２】 

 ・地区計画策定事業、小山市開発行為の許可基準に関する条例の活用 

〇既存ストックの活用【基本目標４】 

・空き家バンク・空き家等利活用推進事業、空き家バンクリフォーム補助金制度、空家等対

策計画策定事業 

 〇コンパクトな拠点の形成・居心地がよく歩きたくなるまちなかづくり【基本目標４】 

  ・街なか居住推進のための支援策、市街地再開発事業など 

〇公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進【基本目標４】 

  ・市営住宅長寿命化推進事業 

 〇地区まちづくりの推進【基本目標４】 

  ・地区まちづくり推進事業 

 〇地域における防災体制・防災活動拠点の強化【基本目標４】 

・木造住宅耐震対策助成事業 

 

 

 

 

 

1．産業の振興による新たな雇用の創出 

2．新しい人の流れの創出 

3．結婚・出産・子育ての希望の実現 

4．持続可能な地域づくり 

未来へつながる 

ひとを創る 

小山の次代を担う心豊か

なひとづくり 

 

未来へつながる 

  まちを創る 

市民の安全で快適な生活

を支える住みたい・住み続

けたいまちづくり 

未来へつながる 

  暮らしを創る 

豊かな人のつながりと健

康で生きがいのある安全・

安心な暮らしづくり 
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（５）小山市都市計画マスタープラン 

 

■策定年月 平成１７年１月 

■計画の目的 

小山市らしい都市の将来像とまちづくりの目標を明確にし、21 世紀の幕明けにふさわしい

都市計画に関する基本的な方針について定めるものです。  

■将来都市像と基本目標 

○将来都市像：「緑 陽 優 美 ・ふれあい あんしん都市 おやま」 

○基本目標：1.快適…住みやすく快適・便利な都市基盤の整備 

2.環境・共生…豊かな自然や歴史を活かした環境共生型の都市構造の構築 

3.安全・安心…安全で安心して暮らせる都市環境の形成 

4.活力・産業…活力ある自立的・発展的な都市機能の充実 

5.美観…魅力的で美しい都市景観の創出 

6.地域…地域特性を活かした特色ある地域環境の整備 

■住宅系土地利用の基本方針 

○専用住宅（低層）における戸建て住宅を中心とした、緑が多くゆとりある良好な住環境、落

ち着いた街並み形成の誘導、無秩序な開発による建て詰まり、高密度化の抑制、生活道路や

小公園等の整備促進 

○専用住宅地（中高層）におけるマンション等の都市型集合住宅と、戸建て住宅との環境調和、

利便性が高く、ゆとりある中高層住宅の立地誘導 

○一般住宅地における周辺環境との調和が図られた、低中層住宅中心の住宅地形成、道路や公

園等の整備促進と、建物の不燃化・共同化による安全な住宅地形成 

■土地利用配置方針図 
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空家等立入調査票（木造）

❶ 基本情報１

土地

№

所有者

管理者

建物

№

所有者

管理者

宛名コード

備考

郵便番号

備考

用途

住所

方書

（案）

郵便番号宛名コード

住所

方書

物件番号 住所

住所

方書

氏名

連絡先１

フリガナ

宛名コード

連絡先２

備考

住所

方書

氏名 フリガナ

連絡先１ 連絡先２

大字CD

郵便番号

延床面積 建築年建築面積構造

氏名 フリガナ

連絡先１ 連絡先２

備考

宛名コード 郵便番号

氏名 フリガナ

連絡先１ 連絡先２

物件CD 大字名 地番 地積㎡ 現地目 台地目

資料－３．特定空家等判断基準（木造の例） 

※鉄骨造、RC造等の空家等立入調査票も作成しています。
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空家等立入調査票（木造）

❶ 基本情報２

調査概要

立会者

調査者

№

調査日時

実施範囲

敷地と建物の位置関係（最短距離を記載）

道路

敷地

建物

❷ 調査結果１（特定空家等の判断）

非該当 準特定空家等 特定空家等

レベルⅠ レベルⅡ
レベルⅢ

Ⅲ‐1 Ⅲ‐2

敷地外 敷地内 施錠

前面道路 隣接地 建物内 一部建物内 建物外 門 建物 無

年月日 時間 天候

氏名 所属 資格

連絡先１ 連絡先２

備考

方書

氏名 フリガナ

宛名コード 郵便番号

住所
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❷ 調査結果２（まとめ）

Ⅲ‐1 Ⅲ‐2

地域特性３

レベルⅡレベルⅠ

ウ　基礎

カ　筋かい

ア　建築設備の破損

特定空家等と認められる４つの状態

準特定空家等

レベルⅡ

非該当

レベルⅠ

１
そ
の
ま
ま
放
置
す
れ
ば
倒
壊
等
著
し
く
保
安

上
危
険
と
な
る
お
そ
れ
の
あ
る
状
態

①倒壊等するおそれがある事
項

⑴建築物の構造体

②屋根、外壁等が脱落、飛散
等するおそれがある事項

⑵落下物（屋根）
⑶落下物（外壁）
⑷飛散物
⑸門又は塀

ア　屋根、庇、軒

特定空家等

レベルⅢ

Ⅲ‐1 Ⅲ‐2

ア　基礎の不同沈下

イ　建物の傾斜

エ　土台、大引、根太等

オ　柱、はり

ウ　看板等

⑸門又は塀

２

　

衛

生

上

有

害
ア　不法投棄

イ　動物の棲みつき等

ア　出入口の状態等４

　

生

活

環

境

の

保

全

ア　建築設備の破損

⑵落下物（屋根）

ア　立木等の繁茂

イ　外壁、

開口部

地域特性２地域特性１

ア　不法投棄

エ　門又は塀

ア　景観ルール整合性

外壁湿式

外壁乾式

開口部

６
そ
の
他
特
記
事
項

⑶落下物（外壁）

①倒壊等するおそれがある

⒞　前面道路の状況

⒟　市街地の状況

①建築設備等が破損し支障

②不法投棄等で日常生活に

影響

３景観 ①景観ルールとの適合 ア　景観ルール整合性

ア　擁壁の状況等

①防犯・防災・防火

②立木等の繁茂

③その他（擁壁等）

②屋根、外壁等が脱落、
飛散等するおそれがある
事項

５
立
地
環
境
等

の
地
域
特
性

２
　
衛
生

上
有
害

４
　
周
辺

の
生
活
環

境
の
保
全

⑴建築物の構造体

①建築設備等が破損し支障

②不法投棄等で日常生活に
影響

③その他（擁壁等）

ア　立木等の繁茂

３景観 ①景観ルールとの適合

イ　動物の棲みつき等

１

倒

壊

等

保

安

上

危

険

と

な

る

お

そ

れ

①防犯・防災・防火

②立木等の繁茂

ア　擁壁の状況等

ア　出入口の状態等

⒜　隣地境界線までの距離

⒝　前面道路までの距離

⑷飛散物
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②屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある事項

外壁
乾式

⑶
落
下
物

（
外
壁

）

⑵
落
下
物

（
屋
根

）

ア　屋根葺
材、庇又は
軒

外壁
湿式

イ
　
外
壁

、
開
口
部

２　ボード類の

目地部にズレや

くぎ打ち部に浮

きがみられる

２　一部に目地

のひび割れや金

属板のさび等が

みられるが、軽

微である

レベルⅢ－１

１　屋根葺き材

の破損、ずれ、

ひび割れ、劣

化、欠損、浮

き、剥がれはな

い

２　雨漏りの形

跡はない

４　雨どいが垂

れ下がっている

１　仕上材から

下地材まで到達

した

　□欠損

　□浮き

　□はらみ

　がみられる

箇所・部位等 レベルⅠ レベルⅡ

２　一部にひび

割れ又は浮きが

あるが、下地材

までは到達して

いない

１　一部にひび

割れ又は浮きが

あるが、下地材

までは到達して

いない

１　一部に目地

のひび割れや金

属板のさび等が

みられるが、軽

微である

１　外壁材にひ

び割れ、さび、

浮きなどはみら

れない

レベルⅢ－２

１　外壁材にひ

び割れ、欠損、

はらみ、剥落は

みられない

１　仕上材に複

数の脱落がみら

れる

１　複数の仕上

材にまたがった

　□ひび割れ

　□欠損

　がみられる

１　屋根全体に

不陸がみられる

２　棟瓦が一部

で落下又は全面

的にズレ、破損

している

３　庇や軒を支

える垂木や裏板

に腐食がある

１屋根葺き材に

　□破損

　□ズレ

　□ひび割れ

　□劣化

　□欠損

　□浮き

　□剥がれ

が一部みられる

１屋根葺き材に

　□破損

　□ズレ

　□ひび割れ

　□劣化

　□欠損

　□浮き

　□剥がれ

が多くみられる

２　小屋組みが

湿潤状態にあ

り、かつ一部の

小屋組材に腐

朽、破損がみら

れる

３　屋根や庇な

どの葺き材（瓦

等）が一部で落

下あるいはほぼ

全面にズレ、破

損している

４　庇や軒を支

える梁や垂木な

どの支持部材が

腐食や破損し庇

や軒が垂れ下

がっている

１　モルタルや

タイルに剥落が

みられ、下地材

が露出している
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②屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある事項

１　看板等の取

付け金具等が腐

食して脱落する

おそれがある

２　屋外階段、

後付けバルコ

ニーに明瞭に傾

きがみられる

３　ウインド

クーラー、クー

ラーの室外機の

取付け金具や設

置台等が腐食し

て脱落するおそ

れがある

４　テレビアン

テナを支えてい

る針金がほとん

ど切れている

２　門、塀に手

で押してもぐら

つきがみられる

エ　門又は
塀

⑸
門
又
は
塀

１　組積造、補

強コンクリート

ブロック造の塀

は高さ、厚さ、

控え壁等の設置

は法の規定が守

られており、ひ

び割れ等もみら

れない

１　門、塀の目

地にひび割れが

発生し、一部ブ

ロックがズレて

いる

２　門、塀に傾

きがみられる

１　門、塀の目

地の一部にひび

割れが発生して

いる

１　門、塀に明

瞭な傾きがみら

れる

⑷
飛
散
物

⑶
落
下
物

（
外
壁

）

イ
　
外
壁

、
開
口
部

開
口
部

１　鉄骨製の看

板、屋外階段、

後付けバルコ

ニーにさび等は

みられない

１　サッシは固

定されており、

開閉もスムーズ

である

２　ルーフバル

コニーの場合

に、トップコー

トや防水層に劣

化、破断等がみ

られない

ウ　看板、屋
外階段、バル
コニー等

□看板
□屋外階段
□バルコニー
□ウインドクー
ラー
□テレビアンテ
ナ
□室外機
□その他
（　　　）

１　看板の材料

の一部が破損、

汚損している。

２　屋外階段、

後付けバルコ

ニーの一部が破

損、汚損してい

る

１　サッシ等が

腐食又はねじ等

の緩みにより変

形している

２　雨戸が閉

まっているが、

ズレが見られ、

隙間が空いてい

る

１　サッシ等が

腐食又はねじ等

の緩みにより、

大きく隙間が空

いている

１　看板の材料

が著しく破損、

汚損している。

２　屋外階段、

後付けバルコ

ニーに傾きがみ

られる

３　テレビアン

テナの支柱が折

れていたり、支

えている針金が

破断してアンテ

ナが傾いている

１　２階のサッ

シのガラスが破

損している

２　雨戸の敷居

の溝が摩耗して

雨戸が落ちそう

である

３　はめ殺し窓

のガラスに硬化

性のシーリング

材が使用されて

いる

箇所・部位等 レベルⅠ レベルⅡ レベルⅢ－１ レベルⅢ－２
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２　そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態

①建築設備等が破損し支障をきたしている

②不法投棄等で日常生活に影響

ア　不法投棄
□近所に臭気の
発生がある
□近所には臭気の
発生はない

３　大便器の排

水が流れなかっ

たり、便器内外

に汚物が散乱し

ている

１　敷地内、建

物内はよく片付

けられており、

ゴミ等の散乱は

ない

事前調査等の状
況（住民からの相
談・苦情等の状
況）

レベルⅠ レベルⅡ

２　トラップの

封水が切れてい

るため、臭気が

上がってきてい

る

レベルⅢ－１

ア　建築設備の
破損

□水道が通水して
いる
□水道は止められ
ている
□不明
□通電している
□通電していない
（□メーターから配
線が外されている）
□不明
□ガスが通じてい
る
□ガスが止められ
ている（□メーター
が外されている□
ガスコックが閉めら
れている）
□不明

２　公共下水道

が整備され、排

水管に水漏れが

ない

１　通水中で

あっても赤水の

発生や給水管の

漏水等がみられ

ない

レベルⅢ－２

１　敷地内の一

部が片付けられ

ておらず、ゴミ

等の散乱が見受

けられる

１　漏水の可能

性があったり、

水道水に赤水が

発生している

１　浄化槽が放

置され、破損し

ている

１　建物内や敷

地内が片付けら

れておらず、ゴ

ミ等が散乱して

いる

１　浄化槽の破

損により臭気が

発生している

２　インバート

が途中破損して

いるのか、イン

バート枡に汚物

が溜まって臭気

が発生している

１　建物内や敷

地内のゴミの集

積等が原因で、

臭気が発生して

いる
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②不法投棄等で日常生活に影響

事前調査等の状
況（住民からの相
談・苦情等の状
況）

レベルⅠ レベルⅡ

１　ゴミ等の放

置、不法投棄に

より、多数のネ

ズミ、ハエ、蚊

等が発生してい

る

レベルⅢ－１ レベルⅢ－２

ア　不法投棄
□近所に臭気の
発生がある
□近所には臭気の
発生はない

１　敷地内、建

物内はよく片付

けられており、

ゴミ等の散乱は

ない

１　敷地内の一

部が片付けられ

ておらず、ゴミ

等の散乱が見受

けられる

１　建物内や敷

地内が片付けら

れておらず、ゴ

ミ等が散乱して

いる

１　建物内や敷

地内のゴミの集

積等が原因で、

臭気が発生して

いる

３　敷地内の庭

木や雑草は管理

され、ゴミなど

もない

３　軒裏や立木

等に蜂が巣をつ

くっている

４　ゴミや糞尿

の廻りにハエが

大量に発生して

いる

５　白蟻の巣や

食痕、蟻道が発

見された

イ　動物の棲み
つき、虫の発生

□近所で動物の
鳴き声が聞こえる
□野良犬、野良猫
などが近所をうろ
ついている
□近所に動物から
の糞尿と思われる
臭気が発生してい
る
□近所に多数のハ
エ、蚊が発生して
いる
□近所に羽蟻が
多数飛来してきて
いる

４　白蟻の巣や

食痕、蟻道など

は見当たらない

１　建物内に動

物が棲みついた

り、発生してい

る形跡がない

１　建物内（特

に天井裏、床下

等）にネズミ、

野良猫等が棲み

ついている形跡

（餌の滓、毛の

飛散等）がある

２　敷地内の池

は水が抜かれて

おり、その他に

水たまりはない
２　池や水たま

りに大量にボウ

フラが発生して

いる

１　敷地内の一

部に庭木や雑草

又はゴミなどが

あるため、ハ

エ、蚊の発生が

心配される

２　敷地内の管

理が不十分なた

め、複数の蜂が

飛び回っている
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３　適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

①既存の景観ルールや周囲の景観との適合調和事項

レベルⅢ－１ レベルⅢ－２

１　建物や看板

等の老朽化が著

しく、修理・改

修がされていな

いので、景観が

損なわれている

２　多数の窓ガ

ラスの破損や外

壁等への落書に

より外見上大き

く傷んでいる

１　建物や看板

等に著しい改変

があり、地域の

基準に合わなく

なっている

１　建物や看板

等の一部が老朽

化している

２　一部の窓ガ

ラスの破損や外

壁等への落書が

見受けられる

１　ルールが制

定されてから建

物や看板等に改

変はなく、必要

に応じて修理・

改修が行われ、

適切に維持され

ている

事前調査等の状
況（住民からの相
談・苦情等の状
況）

レベルⅠ レベルⅡ

ア　景観ルールの
有無とそれらとの
整合性

□景観地区、地区
計画に基づく条例
が定められている
地区で基準が定め
られている
□景観計画・地区
計画・建築協定が
定められている地
区などで基準が定
められている
□基準が定められ
ていない
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４　その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

①防犯・防災・防火

②立木等の繁茂

③その他（擁壁）等

ア　出入口の状
態や防犯・防
災・防火上の課
題

□不特定の人が
出入りしているのを
見たことがる
□所有者や管理
人以外の人の出
入は見たことがな
い
□近所から火災発
生等を心配する声
がある

１　門扉や建物

出入口は常に施

錠されている

１　門扉や建物

出入口が施錠さ

れていない、窓

ガラスが割れて

いる等の不特定

の者が容易に侵

入できる

１　火の使用や

盗難など不特定

の者が侵入した

形跡がある
２　危険物の貯

蔵又は取扱いが

ないか、あって

も危険物は除去

されている

２　危険物の貯

蔵又は取扱いが

あり、危険物が

もれている２　ゴミ等への

たばこの投げ捨

て等によりボヤ

が発生したり、

火災の発生のお

それがある

３　空気の入れ

替え等は定期的

に行われている

また、修繕も適

切に行われてい

る

３　ボヤや放火

などが発生した

り、発生しそう

になったことが

ある

ア　擁壁の状況
等

□　右のような相
談・苦情が行政に
寄せられている

１　擁壁に多数

のひび割れがみ

られる

１　擁壁や塀の

欠損により、隣

地や道路に大量

の土砂が流出し

ている

事前調査等の状
況（住民からの相
談・苦情等の状
況）

レベルⅠ レベルⅡ

ア　立木等の繁
茂

□　立木等が繁茂
し、道路や隣地に
はみ出している

１　庭木や雑草

など定期的に手

入れがなされて

いる

１　庭木や雑草

など定期的に手

入れされておら

ず、繁茂し始め

ている

１　立木等が建

物の全面を覆う

程度にまで繁茂

している

１　立木の枝等

が近隣の道路等

にはみ出し、歩

行者等の通行を

妨げている
２　立木の腐

朽、倒壊、枝折

れ等が生じ、近

隣の道路や隣地

に枝等が大量に

散らばっている

レベルⅢ－１ レベルⅢ－２

３　外壁や雨戸

に「つる・つ

た」が絡みつい

ている

１　門扉や建物

出入口の一部に

破損、汚損が見

受けられるが、

容易には侵入で

きない
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６　その他特記事項

１　そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

２　そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態

３　適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

４　その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

調査項目 レベルⅡに相当 レベルⅢ－1に相当 レベルⅢ－２に相当

①建築物が倒壊

等するおそれが

ある事項

⑴建築物の構造体

②屋根、外壁等

が脱落、飛散等

するおそれがあ

る事項

⑵落下物（屋根）

⑶落下物（外壁）

⑷飛散物

⑸門又は塀

調査項目 レベルⅡに相当 レベルⅢ－1に相当 レベルⅢ－２に相当

①建築設備等が

破損し支障
ア　建築設備の破損

調査項目 レベルⅡに相当 レベルⅢ－1に相当 レベルⅢ－２に相当

イ　動物の棲みつき

虫の発生

調査項目 レベルⅡに相当 レベルⅢ－1に相当 レベルⅢ－２に相当

②不法投棄等で

日常生活に影響

ア　不法投棄

①景観ルールと

の適合
ア　景観ルール整合性

②立木等の繁茂 ア　立木等の繁茂

①防犯・防災・

防火
ア　出入口の状態

③その他（擁壁

等）
ア　擁壁の状況等
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❹ 判定とコメント

１　判定

＊ Ⅱ 準特定空家等　　　：適正に管理されていないが、特定空家等に至らない空家等

＊ Ⅲ-1 特定空家等　　　　：適切な措置等を講じていく特定空家等

＊ Ⅲ-2 特定空家等（重度）：優先的な措置等が求められる特定空家等

＊ ⑴＝建築物の構造体　⑵＝落下物（屋根）　⑶＝落下物（外壁）　⑷＝飛散物

⑸＝門又は塀　は、それぞれ空家等調査票の箇所・部位等を示している。

Ⅲ-2は、⒜隣地境界線までの距離、⒝前面道路までの距離、⒞前面道路の状況

⒟市街地の状況の地域特性を考慮する。

レベルⅢに該当した場合で、周辺
への悪影響大又は法令違反のお
それがある
（Ⅲ－2の一部）

特定空家等の判断基準

準特定空家等 ←小　　特定空家等に該当の可能性（レベルⅢ）　　→大

適正に管理されていな
いが、特定空家等に至
らない空家等
（Ⅱ）

レベルⅢに該当した場合、特定空
家等に該当するおそれがある
（Ⅲ－１及びⅢ－２）

レベルⅡ

特定空家等の定義

適切な管理が
行われていな
いことにより著
しく景観を損
なっている状
態

その他周辺の
生活環境の保
全をはかるた
めに放置する
ことが不適切
である状態

そのまま放置
すれば著しく衛
生上有害とな
るおそれのある
状態

そのまま放置
すれば倒壊等
著しく保安上
危険となるお
それのある状
態

1

2

3

4

レベルⅢ－２で、かつ

⒟市街地の状況が地域特性

３の場合

＊⑴のレベルⅢ－２で、かつ

⒜隣地境界線までの距離が

地域特性２・３の場合

＊⑵～⑸のレベルⅢ－２で、

⒜隣地境界線又は⒝前面道

路までの距離が地域特性３の
場合

（ただし、⒞前面道路の状況

は地域特性２又は３とする）

レベルⅢ－２で、かつ

⒟市街地の状況が地域特性

２又は３の場合
（地域住民の日常生活に支
障を及ぼしている）

レベルⅢ－２で、かつ
景観法に基づく景観計画が
策定されているなど、景観に
関するルールが定められてい
る地域の場合

レベルⅢ－１及びⅢ－２

（ただし、５　当該空家等の立
地環境等の地域特性を考慮
する。）
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２　コメント
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資料－４．小山市空家等対策協議会・部会委員構成及び策定経緯 
 

■表－小山市空家等対策協議会委員構成（令和４年３月現在） 

 ◎＝会長 ○＝副会長 

 

■表－小山市空家等対策協議会部会委員構成 

 ◎＝部会長 ○＝副部会長 

 

  

No. 分  野 氏  名 組織・団体等 

１ 市  長 ◎浅野 正富 小山市長 

２ 

地域住民 

柿崎 全良 小山市自治会連合会会長 

３ 藤尾 美江子 小山市民生委員児童委員協議会理事 

４ 玉野 けさ子 小山市老人クラブ連合会女性部長 

５ 市議会議員 細野 大樹 小山市議会議員 

６ 
法  務 

○岩瀬 勇 岩瀬法律事務所（弁護士） 

７ 茂木 明奈 白鷗大学准教授（法学部） 

８ 
不 動 産 

小浦 正久 栃木県宅地建物取引業協会県南支部副支部長 

９ 佐藤 節子 株式会社サトーホーム代表取締役 

10 
建  築 

大島 隆一 小山工業高等専門学校准教授 

11 平岡 順子 栃木県建築士会小山支部 

12 行政機関 猪瀬 治雄 小山市消防長 

13 市長が必要と

認める者 

杉原 仁乃 白鷗大学学生（未来創造ネットワーク白鷗所属） 

14 大関 幸秀 小山商工会議所専務理事 

No. 分  野 氏  名 組織・団体等 

１ 地域住民 柿崎 全良 小山市自治会連合会会長 

２ 
法  務 

◎岩瀬 勇 岩瀬法律事務所（弁護士） 

３ 茂木 明奈 白鷗大学准教授（法学部） 

４ 不 動 産 小浦 正久 栃木県宅地建物取引業協会県南支部副支部長 

５ 
建  築 

○大島 隆一 小山工業高等専門学校准教授 

６ 平岡 順子 栃木県建築士会小山支部 

７ 行政機関 猪瀬 治雄 小山市消防長 
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■表－策定経緯 

年月日 会   議 備 考 

平成29年02月10日 第1回 小山市空家等対策協議会  

平成29年05月17日 空き家の利活用に関するプロジェクト評定  

平成29年05月19日 先進市事例視察＜栃木県宇都宮市＞  

平成29年 6月29日 
第2回 小山市空家等対策協議会  

第1回 小山市空家等対策協議会部会  

平成29年 9月22日 空き家の利活用に関するプロジェクト評定  

平成29年10月 2日 第2回 小山市空家等対策協議会部会  

平成29年11月 1日 先進地事例視察＜群馬県前橋市＞  

平成29年11月 2日 第3回 小山市空家等対策協議会部会  

平成29年11月 8日 先進地事例視察＜山形県酒田市＞  

平成29年11月 9日 先進地事例視察＜山形県鶴岡市＞  

平成30年01月12日 
第4回 小山市空家等対策協議会部会  

第3回 小山市空家等対策協議会  

02月08日～02月22日 「小山市空家等対策計画（案）」パブリックコメント実施  
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資料－５．空家等対策庁内役割分担 

 

■表－空家等対策庁内役割分担 

 

役 割 課 名 

１ ・ 小山市総合計画の策定等に関すること 総 合 政 策 課 

２ ・ 文化財保護に関すること 文 化 振 興 課 

３ ・ 各種施策に係る予算に関すること 財 政 課 

４ ・ 市税等徴収に関すること 納 税 課 

５ ・ 固定資産税に関すること（課税情報、住宅用地特例） 資 産 税 課 

６ ・ 法務に関すること 行 政 総 務 課 

７ ・ 寄附の受入れに関すること 管 財 課 

８ ・ コミュニティ施設の整備に関すること 市 民 生 活 安 心 課 

９ ・ 防犯、交通安全に関すること 市 民 生 活 安 心 課 

10 ・ 生活環境の保全に関すること 環 境 課 

11 ・ 戸籍等に関すること 市 民 課 

12 ・ 障がい者施設に関すること（身体、精神、知的） 福 祉 課 

13 ・ 子育て支援施設に関すること（学童保育、認定こども園） こ ど も 課 

14 ・ 高齢者施設に関すること（介護老人、いきいきふれあい） 高齢いきがい課 

15 ・ 空店舗等の利活用に関すること 商 業 観 光 課 

16 ・ 道路の管理に関すること 道 路 課 

17 ・ 空家等の改修、跡地利用の設計・工事に関すること 建 築 課 

18 ・ 水道施設の使用状況等に関すること 上 下 水 道 総 務 課 

19 ・ まちづくりに関すること まちづくり推進課 

20 ・ 小山駅周辺の空家等活用に関すること まちづくり推進課 

21 ・ 寄附等に伴う公園等の整備に関すること 公 園 緑 地 課 

22 ・ 農地法等に関すること 農業委員会事務局 

23 ・ 通学路の安全確保に関すること 教 育 総 務 課 

24 ・ 火災の予防に関すること 予 防 課 

25 ・ 空き家バンクに関すること シティプロモーション課 

26 ・ 空家等対策全般に関すること 建 築 指 導 課 
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資料－６．専門家団体等の相談内容例 

 

 ■表－専門家団体等の相談内容例 

 

専門家団体等 相談内容例 

１ 小山市自治会連合会 
・空家等の情報提供等に関すること 

・空家等の利活用に関すること 

２ 栃木県小山警察署 

・空家等の犯罪、事故等に関すること 

・空家等対策に関する暴力団員等の排除に関すること 

・市民の生命、身体及び財産の保護に関すること 

３ 栃木県弁護士会 

・空家等の相続に関すること 

・空家等の成年後見人に関すること 

・空家等の契約に関すること 

・空家等の紛争の解決に関すること 

４ 栃木県司法書士会 

・空家等の所有権登記に関すること 

・空家等の抵当権登記に関すること 

・空家等の成年後見人に関すること 

５ 栃木県行政書士会 
・空家等の所有者・相続人の確認にかんすること 

・空家等の利活用に伴う行政手続き・契約に関すること 

６ 
栃木県 

土地家屋調査士会 

・空家等の表示登記に関すること 

・空家等の調査・測量に関すること 

・空家等の境界に関すること 

７ 
一般財団法人 

栃木県建築士会 

・空家等の利活用に関すること 

・空家の増改築等に関すること 

・空家の耐震診断・耐震補強に関すること 

８ 
一般社団法人 

栃木県建設業協会 

・空家の修繕に関すること 

・空家のリフォームに関すること 

・空家等の除却に関すること 

・空家等の管理に関すること 

９ 

公益社団法人 

栃木県宅地建物取引

業協会 

・空家等の売買、賃貸に関すること 

・空き家バンクに関すること 

・空家等の利活用に関すること 

10 

社団法人 

小山市シルバー人材

センター 

・空家の外観点検に関すること 

・空家等の除草、樹木剪定等に関すること 

・空家等の清掃、換気に関すること 

11 

市内金融機関 

 株式会社栃木銀行  

 株式会社足利銀行 

・空家等の有効活用に関すること 

・空家等の融資に関すること 

・空家等の遺言信託等に関すること 

12 

独立行政法人国立高

等学校機構 小山工

業高等専門学校 

学校法人 白鷗大学 

関東職業能力開発大

学校 

・空家等の有効活用に関すること 

・まちづくり等に関すること 

13 小山市消防本部 ・火災予防に関すること 
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